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Ｊ　　Ａ　　綱　　領

－わたしたちＪＡのめざすもの－

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・
原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。
そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の革新を
はかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民
主的で公正な社会の実現に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織
としての社会的役割を誠実に果たします。

わたしたちは、
１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。
１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域

社会を築こう。
１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。
１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を

高めよう。
１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。
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第１号議案
【報告事項】
　令和３年度貸借対照表、損益計算書、注記表及び附属明細書の内容
　並びに会計監査人の監査報告及び監事の監査報告について

　　　　　別記のとおりご報告いたします。
【決議事項】
　令和３年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第２号議案
　定款の一部変更について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第３号議案
　持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画の設定について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第４号議案
　令和４年度事業計画の設定について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第５号議案
　令和４年度理事及び監事の報酬について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

第６号議案
　役員選任について

　　　　　別記のとおりご承認願います。

総代会提出議案
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はが野農業協同組合

代表理事組合長　　国府田　厚　志

代表理事専務　　小　瀬　秀　二

常　務　理　事　　藤　島　光　一

常　務　理　事　　飯　野　裕　司

会　長　理　事　　髙橋　　武

理　　　　　事　　菅山　　学

理　　　　　事　　小林　功一

理　　　　　事　　伊沢　　保

理　　　　　事　　渡邉　　繁

理　　　　　事　　細島　鉄夫

理　　　　　事　　廣瀬　　均

理　　　　　事　　高橋　真一

理　　　　　事　　添野　勝則

理　　　　　事　　飯山　克則

理　　　　　事　　新山　　文

理　　　　　事　　粕谷　　昭

理　　　　　事　　小玉　貴浩

理　　　　　事　　中山　達美

理　　　　　事　　床井　　剛

理　　　　　事　　小幡　　隆

理　　　　　事　　浅羽　昌徳

理　　　　　事　　大坪　　崇

理　　　　　事　　髙田　　豊

理　　　　　事　　小塙　誠一

理　　　　　事　　小池　俊男

理　　　　　事　　小林　幸一

理　　　　　事　　荒井　隆夫

理　　　　　事　　小林　英雄

理　　　　　事　　鶴見　初江

理　　　　　事　　加藤トシヱ

理　　　　　事　　菊地富士子

以上のとおり提出いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年５月２４日
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組合長あいさつ

　本日ここに第２５回通常総代会を開催するにあたり、日頃皆様から寄
せられておりますご指導とご支援に対し、厚く御礼申し上げます。
　さて、令和３年度を振り返りますと、一昨年からの新型コロナウイ
ルス感染症の影響が長引き、厳しい環境下での事業展開となりました。
日本国内においてもワクチン接種が進んでいますが、いまだ収束の兆
しを見せておりません。
　農業への影響も非常に大きく、コロナ禍により外食産業は低迷し、
特に米については大幅な需給緩和を招きました。令和３年産主食用米

生産については、ＪＡグループを挙げて作付転換に取り組んだものの、消費の低迷は依然とし
て改善せず、米価は大幅に下落することとなりました。令和４年産主食用米の適正生産量につ
いても、農林水産省は６７５万トンとしており、３年産と比較して２１万トンの削減が求められてい
ます。ＪＡグループ栃木としては、主食用米の作付面積を３年産米よりも６千ヘクタール削減
する目標を設定しており、当ＪＡにおいても生産者の皆様にご協力をいただき、作付転換の推
進を図っております。
　また、一昨年に公表された農林業センサスに基づく栃木県の生産基盤のシミュレーション結
果では、２０３０年の基幹的農業従事者数は、２０２０年と比較して４０％の減少が見込まれており、産
地を維持していくため担い手の確保が喫緊の課題となっております。
　こうした情勢を踏まえ、昨年１１月に開催した第３２回ＪＡ栃木県大会では、５つの重点取組事
項として、『持続可能な食料・農業基盤の確立』『持続可能な地域・組織・事業基盤の確立』『不
断の自己改革の実践を支える経営基盤の強化』『協同組合としての人づくり』『「食」「農」「地
域」「ＪＡ」にかかる国民理解の醸成』が決議されました。ＪＡはが野はこれらの実践と実現に
向けて、「持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画」を策定するとともに、第２５
回の通常総代会より、単年度の事業計画と合わせ、農業者の所得増大につながる取組目標を設
定した「自己改革工程表」を作成し、不断の自己改革に取り組んでいく決意を新たにしたとこ
ろです。
　農業環境は厳しさを増しておりますが、産地の農業生産を維持・拡大させるため、新規就農
者の確保対策や、生産者の農業労働力支援等を積極的に実施してまいります。ＪＡはが野が、
総合事業を営む農業協同組合として、組合員・地域のために継続して機能発揮できるよう、持
続可能な経営基盤確立・強化への取り組みは極めて重要となっていることから、経済事業を中
心とした収支改善に引き続き取り組んでまいります。
　令和４年度は、３か年計画の初年度となりますが、組合員・地域の皆様との対話を進め、自
己改革の達成に向けて役職員一体となって全力を挙げて取り組む所存です。今後とも、皆様の
ご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げ、挨拶と致します。

令和４年５月２４日

はが野農業協同組合

代表理事組合長　国府田　厚　志
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Ⅰ 事 業 報 告
令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで

１．組合の事業活動の概況に関する事項
（１）事業の概況

　令和元年５月の通常総代会で承認をいただいた３か年計画および事業計画に基づいて、「創造
的自己改革の実践」を目標に、①農業者の所得増大・農業生産の拡大へのさらなる挑戦、②地
域の活性化への貢献、③経営・財務基盤の強化等を柱として事業に取り組み、組合員・地域住
民の皆様の理解醸成（訪問活動や広報活動）を進めてまいりました。
　米の計画的生産は、「作付参考値（面積）」を県・各市町再生協議会が示し、「需要に応じた生
産」に取り組み、当ＪＡ管内では作付参考値７,３２６ヘクタールに対し、実績６,９７５ヘクタールであ
りました。
　また、内部統制システム基本方針に基づき、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用
者の皆様に安心して組合をご利用いただくために、適切な内部統制の構築・運用に努めました。
　アクティブ・メンバーシップ（ＪＡ事業、活動への積極的な参加）の強化を目的に、支店別
組合員懇談会等を通じて組合員の要望や意見を聞く等、常勤役員や職員が組合員との対話を進
めています。また、くらしの活動については、コロナ渦のため縮小しての活動となりましたが、
未来ちゃんクラブや趣味の会など年間２８２回２,８９５名の参加をいただきました。
　こうした活動については、積極的にトップ広報等に取り組むとともに、ホームページや広報
誌を通じ、組織内外に情報を発信しました。
　この結果、収支面では事業利益は１億８７百万円（対前年比１４４％）、経常利益は５億５百万円
（同１１７％）、当期剰余金は３億４５百万円を計上することができました。
　自己資本比率（剰余金処分後）は、自己資本の増強（内部留保の充実）に取り組み、農林水
産省令の基準を大きく上回る１９.３９％となり、経営の健全性を確保しています。
　なお、主な事業活動と成果については、以下のとおりです。

①　販売事業
＜耕種＞
　米の作況は１０１の「平年並み」となりました。取扱高については、令和２年産米のＪＡ全農と
ちぎによる一括買い入れが実施されたことにより、対前年比で６億６３百万円増加し、４６億８４百
万円になりました。
　また、麦の取扱高は、在庫の販売が進んだため、対前年比で６７百万円増加し、２億４１百万円
になりました。
＜園芸＞
　園芸は、コロナ禍の影響もありましたが、直販率を伸ばしたことで、対前年比で４億４百万円
増加し、１９２億３１百万円になりました。
＜畜産＞
　畜産物は、肉牛の出荷頭数の増加により、対前年比で８百万円増加し、２億６５百万円になりま
した。



９

第
１
号
議
案

●事業報告●

②　購買事業
＜生産資材＞
　生産資材については、飼料の新規取り扱いの増加及び施設資材の供給の増加により、対前年
比で６３百万円増加し、４０億３３百万円となりました。
＜生活物資＞
　生活物資については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から耐久財等の訪問推進を
縮小したことにより、供給高が対前年比で４百万円減少し、１２億円となりました。

③　担い手等組合員訪問活動
　自己改革の柱として、担い手等組合員との徹底した話し合いを進めました。組合への理解を
お願いするとともに、組合員の生の声を組合運営に反映すべく、１３３戸の訪問を行いました。

④　信用事業
　資産形成や運用のニーズに対し、投資信託を含めて最適な金融商品・サービスの提供に努めま
した。また、貯金残高は、公金受入額等の増加により、対前年比で７億円増加し１,９１８億円とな
りました。
　貸出金については、住宅資金や農業資金、公共資金の獲得に努め、対前年比で１７億円増加し
３６９億円となりました。

⑤　共済事業
　組合員・利用者の満足度向上を目指し、「３Ｑ訪問活動」等に取り組みましたが、建物更正共
済の新規加入の減少等により、新契約高は３０９億円、保障金額合計５,３９２億円となりました。
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（２）事業の経過およびその成果

３月１日・「うまいもんパートⅢ」発行
　　１２日・各市町教育委員会へよい食ランチョンマット、教材本贈呈
　　１７日・随時監査（～１９日）
　　２２日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　２４日・会計監査人期末監査Ⅰ（～２６日）
　　２５日・ブロッコリー部会反省検討会・総会
　　２７日・第２４回女性会通常総会
　　２９日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　３１日・資産管理無料相談会

４月１日・共済事業進発大会
　　２日・監事監査（期末監査）（～２７日）
　　６日・監事監査（現金監査）（～２１日）
　　８日・にら部会反省検討会・総会
　　〃　・真岡花卉部会反省検討会・総会
　　９日・青壮年部通常総会
　　１３日・会計監査人期末監査Ⅱ（～２１日）
　　１７日・信用事業進発大会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

７月１日・いちご部会座談会・農薬安全使用講習会
　　８日・ジュエリー展オープニングセレモニー
　　１２日・随時監査（～３０日）
　　１３日・春菊部会反省検討会・総会
　　〃　・第１回総務担当理事会
　　１５日・第１回営農経済福祉担当理事会
　　１６日・第１回金融共済担当理事会
　　２１日・いちご部会反省会・総会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

５月１０日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　１９日・タカミ・クインシーメロン目揃会
　　２１日・定例理事会
　　２６日・第２４回通常総代会
　　〃　・臨時理事会
　　〃　・臨時監事会
　　２７日・花卉部会総会
　　２９日・女性会フェスティバル
　　３１日・ＪＡはだの女性部Ｗｅｂ交流会
　　〃　・資産管理無料相談会

６月１日・夏にら統一目揃会
　　４日・青壮年部が芳賀赤十字病院へ農産物提供
　　８日・夏秋なす統一目揃会
　　１２日・女性会会員向け資産形成・運用セミナー
　　１５日・ハウス梨幸水目合わせ会
　　２４日・夏秋なす現地検討会（～３０日）
　　２５日・レタス部会反省検討会・総会
　　２８日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２９日・市貝町との「災害時等の施設の
　　　　　使用に関する協定」締結

８月２日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　〃　・幸水目揃会
　　２０日・上期全監事研修会
　　〃　・メロン部会反省検討会・総会
　　２４日・女性会と常勤役員の意見交換会
　　２５日・トマト部会反省検討会・総会
　　２６日・豊水統一目揃会
　　３０日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　３１日・監事監査（現金監査・棚卸監査）

「うまいもんパートⅢ」発行

市貝町と「災害時等の施設の使用に関する協定」
締結
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　　７日・令和３年産米検査開始
　　１３日・新市貝支店地鎮祭
　　１４日・春菊農薬安全使用講習会・栽培講習会
　　２４日・にっこり統一目揃会
　　２７日・県常例検査（～１０月８日）
　　２８日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　〃　・定例理事会
　　３０日・監事監査（期中監査）（～１０月２７日）
　　〃　・資産管理無料相談会

１０月５日・監事監査（現金監査）（～８日）
　　６日・第２１回組合員ふれあいゴルフコンペ
　　１４日・会計監査人期中監査Ⅰ（～２２日）
　　１５日・青壮年部が芳賀赤十字病院へ農産物提供
　　１８日・支店別組合員懇談会（１９・２１・２２・２６日）
　　２１日・秋ブロッコリー統一目揃会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２８日・Ｒ４年度事業計画樹立キックオフ大会
　　２９日・越冬・冬春トマト現地検討会

１月２日・すとろべりーフォトコンテスト２０２２応募開始
　　７日・管内教育委員会へいちご贈呈
　　１３日・いちご部会が学校給食でいちご
　　　　　プレゼント（管内小中学校）（～１４日）
　　１９日・大規模災害統一訓練（ＢＣＰ訓練）
　　２４日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　２７日・会計監査人期中監査Ⅲ（～２月１日）
　　２８日・定例理事会
　　〃　・定例監事会

２月２日・アスパラガス部会反省検討会・総会
　　４日・第２回総務担当理事会
　　〃　・第３回営農経済福祉担当理事会
　　８日・第２回金融共済担当理事会
　　１４日・下期全監事研修会
　　１７日・随時監査（～２４日）
　　〃　・こんにゃく部会反省検討会・総会
　　２２日・しいたけ部会反省検討会・総会
　　２５日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
　　２８日・監事監査（現金監査・棚卸監査）
　　〃　・会計監査人監査（棚卸立会・現金実査）

１１月１日・新型コロナウイルス対策本部会議
　　２日・とちおとめ統一目揃会
　　４日・とちあいか目揃会
　　５日・越冬・冬春トマト統一目揃会
　　１２日・スカイベリー統一目揃会
　　１６日・春菊統一目揃会
　　１９日・冬にら統一目揃会
　　２４日・貯金窓口ロールプレイング大会
　　２９日・定例理事会
　　３０日・資産管理無料相談会

管内教育委員会へいちご贈呈

冬にら統一目揃会

１２月４日・資産形成・運用セミナー
　　６日・随時監査（～２４日）
　　９日・「いちご守り隊」出陣式
　　１０日・会計監査人期中監査Ⅱ（～１４日）
　　１３日・レタス統一目揃会
　　１５日・第２回営農経済福祉担当理事会
　　１６日・ＪＡ根室地区女性協議会Ｗｅｂ交流会
　　２３日・なす部会反省検討会・総会
　　２７日・定例理事会
　　〃　・定例監事会
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①　耕種
・国の指導に沿った放射性物質モニタリング検査の継続と、農産物の生産履歴・ＧＡＰシートの記
帳運動により、安全・安心な農産物の生産指導と情報開示に努めました。
・生産者の手取りを確保するため、飼料用米等の水田活用米穀の生産推進を図り、計画的生産の実
施に取り組みました。
・水稲、麦、大豆等の栽培講習会等を開催し、品質向上対策に努めました。

営　 農　 活　 動

民間検査数量全体集荷数量品　　種
２２７,９６１.０２２７,２７８.５コ シ ヒ カ リ
１６,５１５.５１６,５１５.５あ さ ひ の 夢
４８１.５４８１.５な す ひ か り

１２２,３１８.５１２２,２２１.０と ち ぎ の 星
４５０.０３６８.５そ の 他
２４３.５１５０.０水 も ち
１４.０１４.０陸 も ち

９,０２０.０９,０２０.０水稲種子もみ（とちぎの星）
６３.０６３.０陸稲種子もみ（トヨハタ）

３７７,０６７.０３７６,１１２.０合　　計

<令和３年産米集荷量> （単位：俵/６０ｋｇ・種子もみについては袋/２０kg）

※カントリーエレベーター品位認定の数量を含む

①　災害時に新市貝支店の一部を地域住民の避難場所として提供し、避難者の健康を維持できるよう、
市貝町と「災害時等の施設の使用に関する協定」を締結しました。各市町との災害時の施設利用
に関する協定の締結は、真岡市・益子町に続き３例目となりました。

②　令和３年６月４日と１０月１５日に、新型コロナウイルス感染症拡大が続く中、懸命な対応をしてい
ただいている医療従事者の方々に感謝の意を込め、青壮年部の盟友が生産した農畜産物を芳賀赤
十字病院へ提供しました。地域支援の一環として行ったこの活動は、県内青年組織では初の取り
組みとなりました。

③　令和３年３月から、通信アプリのＬＩＮＥを使用した情報発信に取り組みました。大型連休時の
各店舗の営業時間や移動金融店舗の運行日程など、様々な情報を発信しました。また、抽選によ
る農産物のプレゼントを実施し、はが野の農産物を利用者にＰＲしました。

④　組合員への個別訪問を行い、農業経営や地域農業の課題について聞き取りを行いました。また、
いただいた意見は事業計画等に反映するよう努めました（訪問件数１３３件）。

⑤　地域住民に食料・農業について理解を深めてもらうため、親子で参加できる農業体験教室（未来
ちゃんクラブ）を開催しました。

自己改革の取り組み
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②　園芸
・高品質な農産物の生産拡大による所得増大を目指し、各生産部会において、講習会・現地検討会・
地区別座談会・土壌診断による事後指導会等を、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から「少
人数多回数」で実施し、技術の高位平準化に取り組みました。
・信頼のもてる「安全・安心な農産物」を消費者に提供するために、生産履歴記帳の検証・点検、
放射性物質モニタリング検査、残留農薬検査、農薬安全使用講習会を全生産者対象に実施し、農薬
の安全性の確認に努めました。
・ＧＡＰ（農業生産工程管理）に取り組み、農業において食品安全、環境保全、労働安全等の持続
可能性を確保するための生産工程管理に取り組みました。（品目：いちご・梨・ナス・トマト・ニ
ラ・春菊・レタス・メロン・ブロッコリー・アスパラガス・乾しいたけ）
・「とちぎＧＡＰの第三者確認」の取り組みを継続し、農業生産活動の各工程の正確な実施・記録・
点検及び評価を行い持続的な改善活動を実施しました。（品目：いちご）
・ⅠＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）に取り組み、耕種的・生物的・化学的・物理的防除法を組み
合わせ、安定的に持続する防除体系を実践し、健康リスクと環境への負荷を軽減するとともに、安
全・安心な農作物を生産するためのルール作りを推進し、「はが野ブランド」の確立に努めました。
・地元事業所でのマルシェは開催自粛となりましたが、関係機関の協力を得て農産物の注文販売を
適宜開催し、地域ブランド強化に努めました。
・いちご栽培農家の労力軽減と作付面積拡大維持のため、定植苗の供給事業に継続して取り組みま
した。
・担い手、支援農家等への出向く指導と後継者就農の推進・新規就農者への露地野菜を中心とした
作付け推進に取り組みました。

民間検査数量全体集荷数量種　　類
１１,１７６,３００１１,１７６,３００飼 料 用 米

<令和３年産新規需要米集荷量> （単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
４００,０００４００,０００ビ ー ル 大 麦
７８９,７２５７４８,１２５大 粒 大 麦
１,１３９,６００１,１３９,６００小 粒 大 麦
１,８８６,０４０１,８８３,９４０小 麦
１８,０００１８,０００麦種子（大粒大麦）

４,２３３,３６５４,１８９,６６５合　　計

<令和３年産麦集荷量> 　（単位：kg）

民間検査数量全体集荷数量種　　類
８,２６２.０８,０５４.０大　 　 　 豆
８,３０５.５１８２.０そ　 　 　 ば
１６,５６７.５８,２３６.０合　　計

<令和３年産大豆・そば集荷量> （単位：大豆は俵/６０kg、そばは俵/４５kg）

※農産物検査員（米麦等検査）の登録者数は、３５人。
　ただし、検査時期の実働検査員は、２６人
　民間検査数は検査の実数であり、集荷数量は、販売委託数。
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①　耕種
・ライスセンター・カントリーエレベーターでの調製による、良品質で統一された玄米をアピール
し有利販売に努めました。
・飼料用米の増加による調製の遅延や品質事故がないよう、倉庫・施設の管理に努めました。

②　園芸
・直販事業の強化・拡大を継続するためパッケージセンターを核とし、量販店ユーザーの多様な要
望に対応したアイテムの提案及び安定的な出荷体制の確立を進めました。さらに、生産者の選別
作業労力軽減と新規者へのサポート等を行いながら、園芸振興の強化と販売高の向上に取り組み
ました。
・青果物の有利販売の拡大のため、全農・市場との契約販売・特殊販売に取り組み、生産者の所得
増大と直販率の拡充を図りました。また、規格外品や加工向けの出荷に取り組み、無駄のない販
売に努めました。

・地元消費者への産地ＰＲの場として開催していたマルシェは自粛となりましたが、関係機関の協力
を得て農産物の注文販売を適宜開催しながら、地域ブランドの強化に努めました。
・県内ＪＡ間での特産品の販売連携とＪＡタウンでのネット販売を実践し、はが野農産物の知名度
アップに取り組みました。
・高品質な農産物出荷による販売単価アップに向け規模を縮小した上で、中間検討会・統一目揃会
を開催し、信頼される産地形成に取り組みました。

販　 売　 事　 業

販売品取扱高の内容
総額246.9億円

買取販売
（パッケージセンター）

78.9億円
31.96％

米類
46.8億円
18.97％

麦類
2.4億円
0.98％

野菜
96.3億円
39.03％果実

5.4億円
2.20％

畜産物
2.6億円
1.07％

雑穀・豆類
1.5億円
0.63％

花卉・花木
4.1億円
1.68％

その他
（特産・種子）
1.1億円
0.46％

直売所
7.4億円
3.01％

③　畜産
・畜産協会や関係機関と連携し、衛生管理の徹底と畜産経営の安定化に努めました。
・繁殖雌牛の更新を指導し、優良素牛の導入等、仔牛生産の増加に努めました。
・肉豚は、豚熱の蔓延が懸念される中ではありましたが、衛生管理を徹底して巡回指導を行い販売
強化に努めました。
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①　生産資材
・大型農家、担い手等の生産コストの抑制及び利用率向上に取り組みました。
・営農指導と連携を図り、生産資材価格の引き下げと低コスト生産技術の確立・普及に努めました。

②　生活購買
・生活用品の需要動向を把握し、安全で安心な商品の提供に取り組み利用率向上に努めました。
・葬祭提携業者と連携を図り、葬祭関連の占有率向上に努めました。

購　 買　 事　 業

購買品供給高　総額52.3億円（単位：万円）
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・ＪＡ顧問税理士事務所と連携し、資産管理無料相談会を開催し、相続問題、資産活用相談を行い
ながら節税対策等のアドバイスに取り組みました。
・賃貸物件オーナーと連携を図り、入居率向上に努めました。

資 産 管 理 事 業
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・資産形成セミナーや各種キャンペーンを実施し、組合員・利用者の資産形成・運用ニーズに対し
て、より適切なサービスや金融商品の提案を行いました。
・社会保険労務士による年金無料相談会を各支店で開催する等、複雑な需給手続きをサポートしま
した。
・移動金融店舗の運行により、高齢者等窓口利用困難者の利便性確保に努めました。
・営農経済担当部署と連携し、付加価値の高い情報提供と資金ニーズの把握に努め、農業融資伸長
に取り組みました。
・ＪＡスマホ教室の開催により、ネット利用に関する啓発に取り組み、ネットバンクやＪＡバンク
アプリ、ネットローンの普及拡大に努め、顧客利便性向上や新規顧客獲得を図りました。

信　 用　 事　 業

普通貯金
1,009.1億円
52.60%

貯蓄貯金
8.9億円
0.46%

定期貯金
890.6億円
46.42%

定期積金
7.8億円
0.41%

貯金の内容
1,918.4億円

貸出金の内容
369.7億円

当座貯金他
1.8億円
0.09% 当座貸越

6.9億円
1.89%

手形貸付金
1.7億円
0.48%

証書貸付金
360.9億円
97.62%
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自動車
5.9億円
7% 自賠責

0.7億円
1％

入通院
3.1億円
3%

自然災害
0.8億円
1%

その他
1.7億円
2%

満期・年金
60.4億円
67%

共済金の支払状況
総額90.1億円

種類別長期共済新契約件数
合計7,337件

種類別長期共済保有件数
合計82,980件

後遺障害
0.6億円
1%

死亡・火災
16.5億円
18%

終身共済
630件 8.59％ 定期生命共済

156件 2.13％

建物更生共済
23,021件
27,74％

終身共済
19,115件
23.04％

年金共済
8,273件
9.97％

定期生命共済
357件 0.43％

生活障害共済
569件
0.69％

養老生命共済
4,985件 6.01％

定期医療共済
582件 0.70％

こども共済
4.341件
5.23％がん共済

3,861件 4.65％

医療共済
14,948件
18,01％

養老生命共済
49件 0.67％
こども共済
182件 2.48％

医療共済
2,362件
32.19％

がん共済
307件
4.18％介護共済

263件
3.58％

年金共済
719件
9.80％

建物更生共済
1,805件
24.60％

特定重度
疾病共済
695件
9.47％

生活障害共済
169件
2.30％ 介護共済

1,456件 1.75％

特定重度疾病共済
1,472件
1.77％

共　 済　 事　 業

・組合員・利用者への３Ｑ全戸訪問活動を展開し、タブレット端末機を活用した「あんしんチェッ
ク」による保障提供を実践することで、「ひと保障」を中心とした保障性新規契約の実績拡大に
取り組みました。
・タブレット端末機を活用した推進活動で共済契約時のペーパーレス化及びキャッシュレス化に
よって組合員・利用者の利便性向上、事務の効率化に取り組みました。
・利用者の視点に立った事故処理サービスに取り組み、組合員・利用者満足度の向上に努めました。
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・コロナ禍における利用者のニーズに応えるため、ＪＡ全農とちぎの協力により移動販売車が各施
設を巡回し、稼働率向上に努めました。また、質の高い介護サービス提供のため、施設内の消毒、
マスク着用等の徹底により感染予防に取り組みました。
・高齢者が元気に暮らし続けられる介護予防の実践のため、市町包括支援センターと連携し、中重
度者の積極的な受入れを行いました。

　　○デ イ サ ー ビ ス ： ４０,８０７人/年（前年対比 ８８.１％）
　　○έ ア プ ラ ン ： ７,６６２件/年（前年対比１００.８％）
　　○訪 問 介 護 ： １０,８５４.６時間/年（前年対比１１１.０％）
　　○福祉用具レンタル： ２,８５１人/年（前年対比１０６.０％）

福　 祉　 事　 業

　総合事業を通じ、組合員、地域住民とのつながり強化を進めながら、ＪＡ事業に参加・参画をして
いただくため、支店・営農・経済センターを中心とした地域の特性を活かしたＪＡくらしの活動を展
開しました。

・次世代対策として、管内の小学生とその保護者を対象に「未来ちゃんクラブ」を実施しました。
新型コロナウイルス感染防止対策を講じ、田植え等の農作業体験や野菜苗定植、収穫体験等を通
じて、農業と食の大切さを学ぶ機会を提供しました。（令和３年度会員数　１８９人）
・毎年開催していたＪＡまつりは今年度も中止となりましたが、昨年度と同様に代替えとして組合
員抽選会を実施しました。（応募総数　１０,９０１件）
・貸農園事業を実施し、全６６区画を貸出しました。利用者を対象に管理機使用講習会や野菜栽培講
習会も開催し、地域住民との接点づくりに努めました。
・趣味の会は消毒や換気等の感染防止対策を講じながら、規模を縮小して開催しました。（延べ参
加人数　２,７０６人、開催回数　２５８回）

・災害時に新市貝支店を地域住民の避難場所として活用し、発電機の稼働や炊き出し設備の提供を
通じて、避難者の健康維持に役立てるよう地域と連携する、「災害時等の施設の使用に関する協
定」を市貝町と締結しました。（令和３年６月）
・はが野管内の各行政と締結した連携協定に基づき、安心して暮らせる地域づくりを目指すための
実践として、令和元年１０月より「見守り活動」を継続して行っています。活動内容は、ふれあい
活動や業務を通じ、はが野管内の高齢者世帯・高齢者一人暮らし世帯を訪問した際の声掛けを行
いました。また、管内において自然災害による重大な路面破損や危険箇所があった場合は、行政
への連絡等の対応を行います。

く ら し の 活 動
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・管内選出の県議会議員との農政懇談会を実施し、需要に応じた米生産対策としては、主食用米の
過剰在庫対策・作付参考値の達成に向けての県の役割発揮・産地交付金等の助成措置の拡充・恒
久化を、園芸対策としては「梨」凍霜害被害防止用防霜ファンの設置・園芸振興のための各種事
業費の拡充を要請しました。

農　 政　 活　 動

組　 織　 活　 動

＜青壮年部＞
・ＪＡ青年大会に真岡支部の細島岳志さんが出場し、栃木県大会及び関東甲信越地区大会で最優秀
賞を、全国大会では優秀賞を受賞しました。
・地域支援活動として、芳賀赤十字病院や子ども食堂への農産物の提供を実施しました。

＜女性会＞
・全国家の光大会「都道府県代表体験発表大会記事活用の部」に、市貝地区の小林慶子さんが出場
しました。
・常勤役員との意見交換会を開催し、女性の意見をＪＡ事業へ反映出来るよう努めました。
・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する理解を深め、アルミ缶回収やペットボトルキャップ回
収をしました。益金から社会福祉協議会へのフードバンク協力や福祉施設への物品の寄付をし、
「すべての人に健康と福祉を」を目標に社会貢献活動を展開しました。
・ＪＡはだの女性部（神奈川県）、ＪＡ根室地区女性協議会（北海道）とのＷｅｂ交流を行い、地
域を超えた交流や情報交換に努めました。
・「資産形成運用セミナー」や「ＪＡスマホ教室」へ参加し、ＪＡ事業への理解を深め事業利用の
向上を図りました。

・いちご狩りシーズンに向けてホームページの更新作業を進め、情報発信と集客に努めました。
・組合員宅を訪問する「ふれあい活動」でお届けしている、組合員向け広報誌「ベリーネットはが
野」を毎月発行しました。
・「とちおとめ」の初出荷等の各種メディアの取材対応で、広報パーソンとしてトップ広報を展開
し、地域住民へのＰＲを行いました。また、組合員の活動や各種農産物の出荷等、ＪＡや地域農
業の情報をプレスリリースし、タイムリーな情報発信を行いました。
・各支店やセンターを広報の重要な拠点と位置づけ、各地区広報編集委員を中心に、地区ごとの特
色ある催しや取り組みなど、地域の身近な話題を掲載した「地区だより」と、デイサービスセン
ターの情報を掲載した「すこやかだより」を発行し、地域に密着した情報発信に取り組みました。
・農業新聞等各種メディアを通じ、ＪＡはが野の事業内容や自己改革の取り組み、そして地域の話
題や部会が行う現地検討会・目揃会、各地区女性会活動など情報発信に取り組みました。

広報活動・教育活動
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・ＪＡはが野ホームページでは、「すとろべりーフォトコンテスト」の開催に合わせてトップペー
ジの更新を行い、Ｗｅｂサイトを活用したＪＡ事業の発信に努めました。
・地域密着型の「真岡新聞」の紙面に、地域住民向けコミュニテー版「かけはし」を年間４回（５
月、８月、１０月、２月）掲載して、ＪＡ事業ＰＲや組合員加入のメリットなどを発信しました。
・各地区の教育委員会を通じ、管内小学校２８校へ家の光協会発行の教育誌「ちゃぐりん」を配布し、
食農教育の一環に役立てていただく取り組みを行いました。
・視察研修や就職説明会等で活用する、ＪＡの概況や事業内容を紹介した資料「はが野ガイド
２０２１」を作成しました。
・１０月に開催した支店別組合員懇談会において、ＪＡはが野が取組んでいる自己改革の取り組みを
紹介した映像資料を上映し、理解促進に努めました。

・地域貢献の一環として、組合員・利用者の皆様の利便性向上のため、平成３１年３月より移動金融
店舗（未来ちゃん号）を導入しました。移動金融店舗にはＪＡバンクの端末を搭載し、金融窓口
を地域に提供しています。週４回の運行で、管内を巡回する全８コース（１６拠点）を回っていま
す。

（３）当該事業年度における重要事項
　　該当する事項はありません。

そ の 他 活 動

（４）財務・事業成績の推移
令和３年度
（当期）令和２年度令和元年度平成３０年度項　　目区　　分

１８７,６１６１２９,７４６２４２,３７７３５８,６６０事 業 利 益財　　務
５０５,３０８４３２,１４６６００,０５５５８１,４５７経 常 利 益
３４５,０８３２９９,２１３４２９,３５５３４９,４９４当 期 剰 余 金

２１５,５３９,４５３２１３,６１９,１９３２１６,０７４,８４１２１６,３７４,６０７総 資 産
１７,６３９,０３２１７,４５４,３４２１７,７１０,４３９１７,０８４,８９０純 資 産

１９.３９１８.９６１８.１４２０.４１単体自己資本比率（%）
１９１,８４８,４２８１９１,０８７,１１５１９１,６８３,８９３１９２,５２５,８１２貯 金信用事業
１３３,３５６,４１３１３３,３１６,３２１１４４,３５８,３５０１５３,２９７,９１４預 金
３６,９７５,３６４３５,２３８,３７８３４,９０６,１１２３４,１９３,５８８貸 出 金
２０,６９２,０２９１９,５２５,２９２１１,３８１,４８２８,０３８,８７９有 価 証 券
１６,８４６,１３０１６,９５８,８７０８,６９１,９９０５,３４０,６３０国 債
３,８４５,８９９２,５６６,４２２２,６８９,４９２２,６９８,２４９そ の 他

５３９,２９７,７２０５６５,３７５,８９９５９１,７９７,４９７６１５,４１６,９２１長 期 共 済 保 有 高共済事業
１,６５１,４７１１,６９５,８０８１,７２８,８０４１,７４０,６１１短期共済新契約掛金
５,２３３,４４６５,１７４,６６３５,４０３,８５９５,５１０,０２２購買品供給・取扱高購買事業
２４,６９０,３７７２３,５２８,９１５２４,０６５,０５６２５,０８０,１３５販売品販売・取扱高販売事業

（注）販売品販売・取扱高のうち受託にかかる米、麦、豆・雑穀については、消費税込で記載しています。

（単位：千円）
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（５）対処すべき重要な課題
①　不断の自己改革の実践
　不断の自己改革として「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活性化」に引き続
き取り組みます。取り組みにあたっては、組合員と徹底して話し合いを行い、組合運営に組合
員の声を反映していきます。実践内容は、組合員や地域住民、行政等に対し広く情報発信し、理
解促進を図ります。
②　経営基盤強化に向けた取り組み
　超低金利の影響等信用事業の収益確保が厳しさを増している中で、今後の中長期的な収支見
通しと組合員への影響を総合的に勘案し、経済事業を中心とした収支改善に取り組む必要があ
ります。そのため、「持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画」への取り組み初
年度として、成長戦略･効率化戦略を積極的に推し進め、総合事業のメリットを活かしながらＪ
Ａ経営基盤強化に取り組みます。
③　新型コロナウイルス感染症対策の取り組み
　新型コロナウイルス感染症の影響により、消費の減退や価格が下落した農産物の消費拡大と
ともに、減収となった事業者を支援するため、国の支援事業の申請支援や経営支援資金の利子
補給等に取り組みました。引き続き組合員が必要とする事業を活用し経営の安定が図れるよう
支援に取り組みます。
④　政策提案の取り組み
　令和３年５月に「みどりの食料システム戦略」が策定され、２０５０年を目標とする農林水産業
の環境負荷軽減の方向性が決定しました。今後の農政の基本的な方針となることから、政策の
具体化においては現場の実態・意見が反映されるよう取り組む必要があります。また、人・農
地関連施策の見直しにより、人・農地プランの法定化や多様な経営体等の生産性向上等への支援
等の検討が進められており、引き続き注視・対応していく必要があります。
⑤　令和４年産米の需要に応じた生産に向けた取り組み
　令和３年産米については、作付参考値の達成に向けてＪＡグループを挙げて取り組みました
が、依然として新型コロナウイルスの影響により米の需要が大きく減退し、３年産米の概算金
は大きく下落しました。価格の回復を図るためには、４年産米の作付参考値の達成に向けて過
去最大の作付転換を図る必要があり、このため市町農業再生協議会と連携し、「作付参考値を踏
まえた計画的な生産」についての理解促進・周知対策や関係機関との調整に取り組みます。
⑥　令和４年度農業関連施策への取り組み
　産地の継続的な生産力強化等に向け行政機関と連携して取り組み、農家組合員等の生産性向
上や販売力強化に取り組みます。
　また、新型コロナウイルスの影響や、米価下落の中で、農家ごとに収入保険制度、ナラシ対策、
農業共済、野菜価格安定制度等から最も適したセーフティネットへの加入を進めます。
⑦　経営の健全性の確保
　ＪＡ経営の健全性を示す指標の一つである自己資本比率については、令和３年度末（剰余金処
分後）当ＪＡの比率は１９.３９％であり、農協法による規制４％やＪＡバンク基本方針８％を大き
く上回っておりますが、引き続き経営の健全性確保のために出資金や目的積立金等自己資本の
充実が必要です。
　今後とも事業計画を達成し、自己資本造成計画に基づいて内部留保を進め、ＪＡの健全経営
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に努めます。

（６）その他組合の事業活動の概況に関する重要な事項
①　事業運営の透明性の向上
　農協法に基づいたディスクロージャー誌による開示のほか、半期開示の自主的実施やホーム
ページでの開示等、組合員や利用者向けの情報開示を充実させ、ＪＡ事業運営の透明性を高め
ています。
②　業務の適正を確保するための体制
　当ＪＡでは、法令遵守の徹底や、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用者の皆様に
安心して組合をご利用いただくために、内部統制システム基本方針に基づき、組合の適切な内
部統制の構築・運用に努めています。
③　ＪＡくらしの活動の展開
　ＪＡは、くらしの活動を通じ、地域貢献及びＪＡ自己改革の「地域の活性化」に取り組んで
います。ＪＡファンをつくり、「地域になくてはならないＪＡ」として組合員・地域住民から支
持されるＪＡとなるため、ＪＡくらしの活動を積極的に展開しています。
④　国産農畜産物の消費拡大運動
　国産農畜産物の重要性の理解促進及び消費拡大を促進するため、「みんなのよい食プロジェク
ト」や農業体験、学校給食への地元産食材の供給等を通じて、地域の消費者や次代を担う子供
たちに国産農畜産物の魅力を伝えています。
⑤　食の安全・安心対策の強化
　安全・安心な農産物の安定供給に向けて、ＪＡを通じて出荷・販売されるすべての品目につ
いて生産履歴記帳運動に取り組むとともに、引き続き研修会等を通じて生産者の安全意識の啓
蒙を図り、すべての生産者が正しい理解に基づいて生産活動に取り組めるよう進めています。
⑥　農業経営管理支援事業の実施
　農業経営管理支援の一環として農業簿記記帳代行事業を農家の皆様に利用いただいています
（令和３年度末１７１名）。記帳代行の実施により、農家の簿記記帳事務の軽減を図るとともに、
経営データの蓄積によりＪＡによる経営相談やコンサル事業を強化します。
　また、青果物生産・販売分析資料を活用して経営相談や技術指導を行い、組合員の生産拡大
や所得の増大に繋げます。
　これらの取り組みによって、ＪＡに対する信頼向上と結びつきの強化を図ります。
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　　　②　臨時総代会
　　　　　開催しておりません。

２．組合の運営組織の状況に関する事項
　（１）総代会の開催状況
　　　①　通常総代会

６１９人総代会日現在総代数
１５人実際に出席した総代

出 席 総 代 数 ０人代 理 人
６０１人書 面
６１６人合 計
０人出席正組合員数（総代、代理人を除く）
０人出席准組合員数

重要な議事及び決議事項
第１号議案
【報告事項】
令和２年度貸借対照表、損益計算書、注記表及び附属明細書の内容並びに会計監査人の監査報
告及び監事の監査報告について
【決議事項】
令和２年度事業報告及び剰余金処分案の承認について

第２号議案　　定款の一部変更について
第３号議案　　共済規程の一部変更について
第４号議案　　令和３年度事業計画の設定について
第５号議案　　令和３年度理事及び監事の報酬について
第６号議案　　役員補欠選任について

令和３年５月２６日　午前９時３０分より開催

（注）　新型コロナウイルスの感染拡大が懸念される状況下だったため、書面での出席者が例年より
大幅に増加しています。
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　　　②　出資口数

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）資　格　区　分

３,４９０,５２３１０５,５３９９４,３３４３,５０１,７２８個　 　 　 人正
組
合
員

１,０７２－６０１,０１２農事組合法人法
人 ５,３６３－１,０６０４,３０３その他の法人

３,４９６,９５８１０５,５３９９５,４５４３,５０７,０４３計
４３９,１２６９,９５１１９,０３２４３０,０４５個    人

准
組
合
員

－－－－農 業 協 同 組 合
６０－－６０農 事 組 合 法 人

８,４７８１７６－８,６５４そ の 他 の 団 体
４４７,６６４１０,１２７１９,０３２４３８,７５９計
１５,５８１１３,５１２１５,５８１１３,５１２処 分 未 済 持 分

３,９６０,２０３１２９,１７８１３０,０６７３,９５９,３１４合　　　　計

摘要：（１）出資１口金額 １,０００円
　　　（２）当期末払込済出資総額 ３,９６０,２０３,０００円
　　　（３）１正組合員当たり出資金額 ２３１,５７１円
　　　（４）１組合員の持口最高限度 ２,０００口

（単位：口）

（２）組合員の状況
　　　①　組合員数

当期末
（A）+（B）-（C）

当　期　脱　退
当期加入
（B）

前期末
（A）資　格　区　分 合計

（C）除名死亡又
は解散資格喪失持分全部

の譲渡
１５,０４２４２４－３３１－９３２７８１５,１８８個 人

正　

組　

合　

員

（３,１３５）（１０４）（－）（７０）（－）（３４）（１００）（３,１３９）（ う ち 女 性 ）

－－－－－－－－うち組合員たる
地位を失わない者

１７－－－－－－１７農事組合法人法
人 ４２－－－－－４３８その他の法人

１５,１０１４２４－３３１－９３２８２１５,２４３計
４,６３９１１８－７２２４４１７０４,５８７個    人

准　

組　

合　

員

（１,０９０）（２５）（－）（１３）（２）（１０）（５６）（１,０５９）（ う ち 女 性 ）
－－－－－－－－農 業 協 同 組 合
２－－－－－－２農 事 組 合 法 人
１６４７－－－７－１７１そ の 他 の 団 体
４,８０５１２５－７２２５１１７０４,７６０計
１９,９０６５４９－４０３２１４４４５２２０,００３合　　　　計

摘要：当期末正組合員戸数　　　　１２,８３５戸
　　　当期末准組合員戸数　　　　 ３,８８７戸
　　　当期の組合員資格確認日　　令和３年１１月１０日
　　　当期の組合員資格確認方法　広報誌配布による確認

（単位：人、団体）



２５

第
１
号
議
案

●事業報告●

（３）役員の状況
　　　①　役員数

定款に定める
役員の定数

当期末
（A）+（B）-（C）当期退任（C）当期就任（B）前期末（A）区　分

４４－－４常　 勤理　

事
２７２７－１２６非 常 勤
３１３１－１３０計
１１－－１常　 勤監　

事
７７－１６非 常 勤
８８－１７計
３９３９－２３７合　計

（単位：人）

　　　②　当期末現在の役員

摘　要任期満了年月日就任年月日氏　名
区　　　　分

代表権
の有無

常勤・非
常勤の別役　職　名

実務精通者令和４年５月２４日令和元年５月２９日国府田厚志有常　勤代表理事組合長
実務精通者〃令和３年１月１５日小瀬　秀二有〃代表理事専務
実践的能力者で総務・営農・経済・福祉専任〃令和元年５月２９日藤島　光一無〃常 務 理 事
実践的能力者で金融・共済専任〃〃飯野　裕司〃〃常 務 理 事
総務担当、認定農業者〃〃髙橋　　武〃非常勤会 長 理 事
金融共済担当、認定農業者〃〃菅山　　学〃〃理 事
営農経済福祉担当、認定農業者〃〃小林　功一〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃伊沢　　保〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃渡邉　　繁〃〃〃
営農経済福祉担当、認定農業者〃〃細島　鉄夫〃〃〃
総務担当、実践的能力者〃〃廣瀬　　均〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃高橋　真一〃〃〃
営農経済福祉担当、認定農業者〃〃添野　勝則〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃飯山　克則〃〃〃
金融共済担当、認定農業者に準ずるもの〃〃新山　　文〃〃〃
営農経済福祉担当、認定農業者〃〃粕谷　　昭〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃小玉　貴浩〃〃〃
営農経済福祉担当、認定農業者〃令和３年５月２６日中山　達美〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃令和元年５月２９日床井　　剛〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃小幡　　隆〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃浅羽　昌徳〃〃〃
営農経済福祉担当、実践的能力者〃〃大坪　　崇〃〃〃
総務担当、認定農業者〃〃髙田　　豊〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃小塙　誠一〃〃〃
営農経済福祉担当、実践的能力者〃〃小池　俊男〃〃〃
総務担当、実践的能力者〃〃小林　幸一〃〃〃
金融共済担当、認定農業者〃〃荒井　隆夫〃〃〃
営農経済福祉担当、実践的能力者〃〃小林　英雄〃〃〃
総務担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃鶴見　初江〃〃〃
金融共済担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃加藤トシヱ〃〃〃
営農経済福祉担当、女性理事、認定農業者に準ずるもの〃〃菊地富士子〃〃〃
代表監事、認定農業者〃〃渡辺　　栄-〃監 事
実践的能力者で常勤監事〃〃磯　　伸一-常　勤〃

〃〃上野　幸政-非常勤〃
〃〃水楢　房一-〃〃
〃令和３年５月２６日鈴木　　保〃〃〃
〃令和元年５月２９日薄根　定男-〃〃
〃〃江間田信一-〃〃

ＪＡ栃木中央会職員、員外監事〃〃山中　繁-〃〃

（注）当組合は当組合の理事及び監事の全員を被保険者とする農協法第３５条の８第１項に規定する役員賠償責任
保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被保険者が組合の役員の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や争訟費用の損害等を塡補するものです。
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（５）職員の状況
当期末

 （ A ） + （ B ） - （ C ）
当期減少
（C）

当期増加
（B）

前期末
（A）区　　　分

５７４―６１企 画 管 理
４――４く ら し の 活 動
４７―１４６貯 金信

用 ２７―１２６貸 出
６７――６７複 合 渉 外
５０４―５４共 済
３５―３３２生 産 資 材

購
買 ８（８）――８（８）農 業 機 械

１３――１３生 活 物 資
６３４―６７販 売
５――５保 管
２１―３開 発
４８１０―５８福 祉
４９―１４８加 工 利 用
３８３―４１営 農 指 導
５１３２６６５３３合 計
１２２４―１２６うち常勤嘱託

（単位：人）

（注）当組合からの出向者は、各担当部門の職員数に含め（　）内数で表示しています。

（４）会計監査人の状況
　当組合の会計監査人は、みのり監査法人であり、業務執行社員は公認会計士　田村保広氏及び
公認会計士　大野秀則氏であります。
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総　代　会

理　事　会

常勤監事 代表監事 監事会

代表理事組合長

常務理事（金融・共済担当）常務理事（総務・営農・経済・福祉担当）

代 表 理 事 専 務

生活福祉部経済部 営農部総合企画部 共済部 金融部

真

岡

パ
ッ
ケ

ー

ジ

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー・カ
ン
ト
リ
ー
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

カ
ン
ト
リ
ー
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タ
ー・精
米
セ
ン
タ
ー

二

宮

パ
ッ
ケ

ー

ジ

市

貝

パ
ッ
ケ

ー

ジ

真

岡

直

売

所

集

荷

場

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
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ン
ト
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ー
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

集

荷

場

集

荷

場

集

荷

場
・
加

工

所

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー・種
子
セ
ン
タ
ー

集

荷

場
・
選

果

場

井

頭

直

売

所

ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
真
岡

ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
長
沼

益

子

直

売

所

芳

賀

直

売

所

営
農
経
済
担
当
理
事
会

金
融
共
済
担
当
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事
会

総
務
担
当
理
事
会

監査室

す

こ

や

か

南

高

真
岡
地
区
営
農
セ
ン
タ
ー

二
宮
地
区
営
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ン
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農

機

出
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こ

や
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市

貝

す

こ

や
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茂

木

す

こ

や

か

二

宮
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こ

や

か

山

前

す

こ

や

か

大

内

芳

賀

支

店

市

貝

支

店

茂

木

支

店

益

子

支

店

二

宮

支

店

真

岡

支

店

真
岡
経
済
セ
ン
タ
ー

二
宮
経
済
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ン
タ
ー

益
子
経
済
セ
ン
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ー

茂
木
経
済
セ
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北
部
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セ
ン
タ
ー

（注）
・アグリセンター市貝：令和
４年３月１日より、機構改
革に伴い北部経済センター
と統合になりましたので、
削除しました。

総

務
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コンプライアンス
対　策　室

（６）組織の構成
　　　①　組合の機構（令和４年３月１日現在）
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　　　②　組合員組織
　　　　（ア）　統一組織

構成員数（人）組　　織　　名
１８４青 壮 年 部
１,５３８女 性 会
４２園 芸 特 産 連 絡 協 議 会
２０畜 産 連 絡 協 議 会
５１７い ち ご 部 会
２１２な す 部 会
４７ト マ ト 部 会
１１メ ロ ン 部 会
８９梨 部 会

　　　　（イ）　各地区組織

地区構成員数（人）組　織　名
益子７・茂木４１１加 工 ト マ ト 部 会
真岡７２・二宮１９・芳賀１２８２１９耕種部会（水稲）
真岡１６トウモロコシ部会
二宮８７・芳賀１６１０３タ マ ネ ギ 部 会

真岡２３３・益子１４４
茂木１７３・芳賀２３７７８７直 売 部 会

地区構成員数（人）組　織　名
益子２８果 樹 の 里 部 会
芳賀６酪 農 部 会
益子１・茂木２３養 蚕 部 会
市貝２１採種部会（水稲）
茂木８採種部会（野菜）
益子５薬 草 部 会

構成員数（人）組　　織　　名
１９し い た け 部 会
３７花 卉 部 会
１９和 牛 部 会
６養 豚 部 会
６７春 菊 部 会
１０１に ら 部 会
１３レ タ ス 部 会
２０こ ん に ゃ く 部 会
１６ブ ロ ッ コ リ ー 部 会
２１ア ス パ ラ ガ ス 部 会
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（７）施設の設置状況
　　　①　組合の施設の状況

摘要職員数（人）所在地面積（㎡）構造名　称　（併設事務所名）種　別
１１２真岡市八条１０９６.７９鉄筋コンクリート造本　店事務所
１７真岡市飯貝５４７.６８鉄筋コンクリート造本　店（生活福祉部）〃
５１真岡市中郷１９７４.８４鉄骨造真岡支店〃
７真岡市飯貝２４１.８０鉄骨造真岡経済センター〃
５真岡市田町１９８.００鉄骨造２９４購買店舗〃
４３真岡市久下田１１１１.８３鉄骨造二宮支店（二宮地区営農センター）〃
７真岡市物井１４８１.４８鉄筋コンクリート造二宮経済センター（物部）〃
２真岡市長沼１２１０.８２鉄筋コンクリート造アグリセンター長沼〃
４５益子町大字益子１１７８.００鉄骨造益子支店（益子地区営農センター・益子経済センター）〃
３３茂木町大字増井１０６３.３０鉄筋コンクリート造茂木支店（茂木地区営農センター・茂木経済センター）〃
２４市貝町大字市塙５９７.６０鉄筋コンクリート造市貝支店（芳賀・市貝地区営農センター（市貝）・アグリセンター市貝）〃
４９芳賀町祖母井南一丁目１５０４.００鉄筋コンクリート造芳賀支店（芳賀・市貝地区営農センター（芳賀））〃
９芳賀町祖母井南一丁目１３９０.１５鉄骨造北部経済センター〃

補助金有４５真岡市田町５９１３.２６鉄骨造真岡地区営農センター〃
補助金有真岡市田町４６１.６９鉄骨造真岡市農業振興センター〃
補助金有真岡市京泉１５９８.００鉄骨造中央カントリーエレベーター共乾施設
補助金有真岡市鹿１５１７.４０鉄骨造二宮カントリーエレベーター〃
補助金有益子町大字塙１２５０.１４鉄骨造益子カントリーエレベーター〃
補助金有真岡市八條３３４８.１２鉄骨造真岡東部ライスセンター〃
補助金有真岡市飯貝１５８５.２０鉄骨造大内ライスセンター〃
補助金有真岡市中１４７２.２１鉄骨造中村ライスセンター〃
補助金有真岡市長沼１０３０.００鉄骨造長沼ライスセンター〃
補助金有茂木町大字北高岡７８２.５４鉄骨造茂木ライスセンター〃
補助金有市貝町大字赤羽１２１４.００鉄骨造市貝ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字与能７４３.０１鉄骨造祖母井ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８０１.３２鉄骨造南高ライスセンター〃
補助金有芳賀町大字芳志戸８１６.５０鉄骨造大豆調整施設〃
補助金有芳賀町大字東水沼１０１７.６０鉄骨造水橋ライスセンター〃
補助金有真岡市中郷１５７.２９鉄骨造真岡育苗センター育苗施設
補助金有真岡市小林３８４.９０鉄骨造山前育苗センター〃
補助金有益子町大字塙４０８.４０鉄骨造益子育苗センター〃
補助金有茂木町大字河井１１７.２０鉄骨造茂木農産加工所加工所
補助金有市貝町大字市塙６７７.６５鉄骨造市貝種子センター種子センター
補助金有真岡市鹿２０６６.００鉄骨造二宮東部集荷場集荷所
補助金有真岡市長沼１２７６.１８鉄骨造二宮西部集荷場〃
補助金有益子町大字塙７５６.２３鉄骨造益子塙集荷所〃
補助金有芳賀町大字祖母井１３７５.４０鉄骨造芳賀一元集荷場〃
補助金有１５真岡市田町２４５０.００鉄骨造高機能物流兼果実販売センター（パッケージセンター）集出荷場
補助金有１真岡市田町４２４.００鉄骨造真岡（第二）パッケージセンター〃
補助金有２真岡市長沼３７８.００鉄骨造二宮パッケージセンター〃
補助金有６市貝町大字市塙８１４.４０鉄骨造市貝パッケージセンター〃
補助金有芳賀町大字稲毛田１９４５.２０鉄骨造芳賀梨選果場選果場

８真岡市飯貝３７６.６２鉄骨造デイサービスセンターすこやか大内通所介護施設
４真岡市小林３５８.５６木造造デイサービスセンターすこやか山前〃
８真岡市久下田４３７.００鉄骨造デイサービスセンターすこやか二宮〃

補助金有４茂木町大字増井３０４.１５鉄骨造デイサービスセンターすこやか茂木〃
指定管理者６市貝町大字市塙３５９.９５鉄骨造デイサービスセンターすこやか市貝〃
指定管理者２芳賀町大字上稲毛田５３２.７７鉄骨造デイサービスセンターすこやか南高〃
指定管理者真岡市上大田和４８８.４０鉄骨造井頭フレッシュ直売所直売所
補助金有真岡市田町１９８.００鉄骨造真岡フレッシュ直売所〃
補助金有益子町大字塙１８４.８０鉄骨造益子フレッシュ直売所〃
指定管理者芳賀町大字祖母井３２７.００鉄骨造友遊直売所〃

益子町大字七井中央８８２.２１鉄筋コンクリート造全農はが野食材センター賃貸施設
８真岡市田町５９８.５７鉄骨造全農はが野広域農機センター（南部センター）〃

芳賀町大字祖母井５９５.４８鉄骨造全農はが野広域農機センター （北部センター）〃
リース物件２６,６４６.００ 鉄骨造鉄骨ハウス農業施設

５１３５６箇所合　　計
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●事業報告●

　　　②　特定信用事業代理業者等の状況
　　　　　該当する事項はありません。

　　　③　共済事業の委託施設の状況
　　　　ア　代理業者数の推移

当期末
（A）+（B）-（C）当期減少（C）当期増加（B）前期末（A）項　　目

９４３１９６共済代理店数

　　　　イ　当期新規代理業者
代理業以外の主要業務主たる事務所の所在地氏名又は名称

共 済 代 理 店
自動車整備・販売市貝町大字市塙２７９１－１光栄自動車整備工業

（９）その他組合の運営組織の状況に関する重要な事項
　　　該当する事項はありません。

（８）子会社等の状況

株式会社未来ちゃんファームはが野サービス株式会社会 社 名
代表取締役社長　小瀬　秀二代表取締役社長　小瀬　秀二代 表 者 名
真岡市八条９５番地（はが野農業協同組合内）真岡市田町１３５６番地５所 在 地
農産物の生産販売・農作業受託自動車事業主 要 な 事 業 内 容
事務所他賃借整備工場他賃借施 設 の 概 要
平成２６年２月１２日平成１３年１０月１日設 立 年 月 日

３０,０００千円５０,０００千円資 本 金 総 額
９９.３％

（５９６/６００）
１００％

（１,０００/１,０００）
当 組 合 の 議 決 権 比 率
（保有議決権数/総議決権数）

９９.３％１００％当組合及び他の子会社等の
議 決 権 比 率

※事業継承による設置含まない。
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第
１
号
議
案

農協法第３６条第８項に基づいた提出資料

Ⅱ事業報告の附属明細書
令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで

（１）役員に対する報酬等

総代会で定められた報酬等限度額当期中の報酬等支払額区　　　分

６３,０１２６２,４５４理　　　事
１５,９４７１５,６９９監　　　事
７８,９５９７８,１５３合　　　計

（単位：千円）

（２）役員等の兼職等

兼職等先での役職名兼職先名又は兼業事業名氏　名
区　分

代表権
の有無

常勤
非常勤の別役職名

副会長理事栃木県農業協同組合中央会

国府田厚志有常勤代表理事組合長

総代全国農業協同組合連合会
副会長全国農業協同組合連合会　栃木県本部運営委員会
委員　　　　　　　　　　　　第１９期系統経済事業委員会
委員　　　　　　　　　　　　第１９期生産資材事業委員会
副会長全国共済農業協同組合連合会　栃木県本部運営委員会
副議長農林中央金庫　ＪＡバンク栃木運営協議会
理事栃木県農業信用基金協会
理事（一社）とちぎ農産物マーケティング協会
副理事長（公財）真岡市農業公社
代表取締役会長はが野サービス株式会社
取締役副会長株式会社ＪＡエルサポート

他１５団体
代表取締役社長はが野サービス株式会社

小瀬　秀二〃〃代表理事専務

代表取締役会長兼社長株式会社未来ちゃんファーム
委員栃木県ＪＡ共済事業推進協議会
委員ＪＡバンク栃木　運営協議会専門委員会
専門委員全国いちごサミットｉｎ真岡実行委員会専門部会
理事（公社）栃木県米麦改良協会
監事栃木県農業協同組合中央会　専務常務会
委員長全国農業協同組合連合会　栃木県本部経済事業委員会

藤島　光一無〃常務理事

委員栃木県ＪＡ観光推進運営委員会
取締役はが野サービス株式会社
取締役株式会社未来ちゃんファーム
会長真岡北陵高校　農業教育推進協議会
委員芳賀地区インターンシップ推進事業学校・地域連絡会
委員井頭周辺エリア活性化協議会
委員栃木県農業協同組合中央会　ベンダー選定委員会
委員ＪＡバンク栃木　運営協議会専門委員会

飯野　裕司〃〃常務理事
委員栃木県ＪＡ共済事業推進協議会
副会長真岡税務署管内納税貯蓄組合連合会
委員真岡市都市計画審議会
監査役はが野サービス株式会社

磯　　伸一－〃常勤監事
監査役株式会社未来ちゃんファーム
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　　　②　債務
　　　　該当する事項はありません。

（４）その他の重要な事項
　　　　該当する事項はありません。

（３）役員との取引
　　　①　債権

摘要取引内容及び金額役職等 取引金額取引の種類
１０,３００当期取引額

金銭の貸付理事
８名

３１,９７４当期首残高
３０,５７２当期末残高
△１,４０１当期増減（△）額
１０,１１４当期取引額

金銭の貸付監事
２名

５,８８７当期首残高
１２,５０３当期末残高
６,６１６当期増減（△）額
２０,４１４当期取引額

合計 ３７,８６１当期首残高
４３,０７６当期末残高
５,２１５当期増減（△）額

（単位：千円）

（注）上記の取引条件及びその決定方法につきましては、他の取引
先と同様の条件によっています。
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Ⅲ貸借対照表
令和４年２月２８日現在 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

金　　額科　　目
（　資　産　の　部　）

１９２,６５０,６５５１.信用事業資産
９３０,２２７（１）現金

１３３,３５６,４１３（２）預金
１３２,８２９,７１９系統預金
５２６,６９４系統外預金

２０,６９２,０２９（３）有価証券
１６,８４６,１３０国債
４００,０７４政府保証債
３,４４５,８２４社債
３６,９７５,３６４（４）貸出金
８９９,４０８（５）その他の信用事業資産
７８９,４８７未収収益
１０９,９２１その他の資産
２００（６）債務保証見返

△２０２,９８８（７）貸倒引当金
８,９６０２.共済事業資産

１,８１４,８５９３.経済事業資産
１,０５９,５４４（１）経済事業未収金
４３５,８８７（２）経済受託債権
２６３,８９５（３）棚卸資産
２３４,５３９購買品
２９,３５６その他の棚卸資産
９５,４００（４）その他の経済事業資産
△３９,８７０（５）貸倒引当金
７１１,１０５４.雑資産
４,３４６,１０１５.固定資産
４,３１７,８４８（１）有形固定資産
８,４７４,５５７建物
４,１１９,２９１機械装置
１,１５３,２７２土地
２１,１６７建設仮勘定

２,２７７,０２６その他の有形固定資産
△１１,７２７,４６６減価償却累計額

２８,２５２（２）無形固定資産
１５,４１０,７５０６.外部出資
１５,４４５,９８１（１）外部出資
１４,７９４,３３０系統出資
５７１,８５１系統外出資
７９,８００子会社等出資
△３５,２３１（２）外部出資等損失引当金
５９７,０２１７.繰延税金資産

２１５,５３９,４５３資 産 の 部 合 計

金　　額科　　目
（　負　債　の　部　）

１９２,９５５,２８０１.信用事業負債
１９１,８４８,４２８（１）貯金

２５,７５４（２）借入金
１,０８０,８９７（３）その他の信用事業負債
２０,９２０未払費用

１,０５９,９７７その他の負債
２００（４）債務保証

１,１５０,４６７２.共済事業負債
７３２,０９２（１）共済資金
４０１,０７９（２）未経過共済付加収入
１７,１５１（３）共済未払費用
１４３（４）その他の共済事業負債

１,３６６,９７９３.経済事業負債
６９６,３５７（１）経済事業未払金
２４８,１７３（２）経済受託債務
４２２,４４７（３）その他の経済事業負債
２６４,６５０４.設備借入金
３８８,８３７５.雑負債
８１,７８８（１）未払法人税等
３０７,０４９（２）その他の負債
１,７７４,２０５６.諸引当金
１８７,４０８（１）賞与引当金
１,５７３,０５７（２）退職給付引当金
１３,７３９（３）ポイント引当金

１９７,９００,４２０負債の部合計
（　純　資　産　の　部　）

１７,８２３,４４９１.組合員資本
３,９６０,２０３（１）出資金
６９,６２３（２）資本準備金

１３,８０９,２０４（３）利益剰余金
５,６４４,９１８利益準備金
８,１６４,２８５その他利益剰余金
２,０１５,１９９特別積立金
２,３８２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１肥料価格安定事業準備金
５６０,０００教育基金積立金
５００,０００営農施設設置運営積立金
５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５５８,３６８税効果調整積立金
３６３,３２４事業体制再編整備運営積立金
６７０,０００経営安定化積立金
６０４,９４５当期未処分剰余金
３４５,０８３（うち当期剰余金）
△１５,５８１（４）処分未済持分
△１８４,４１６２.評価・換算差額等
△１８４,４１６（１）その他有価証券評価差額金
１７,６３９,０３２純資産の部合計
２１５,５３９,４５３負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

（単位：千円）
はが野農業協同組合

第
１
号
議
案
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Ⅳ　損益計算書
令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

金　　額科　　　　目
４,３３２,４９３１.事業総利益

１８,０３２,２２２事業収益
１３,６９９,７２８事業費用
１,４６５,０５４（１）信用事業収益

１,３５８,２０２資金運用収益
６８１,５０９うち預金利息
１２８,４９９うち有価証券利息配当金
４４３,７８１うち貸出金利息
１０４,４１３うちその他受入利息
７３,０１５役務取引等収益
５,００２その他事業直接収益
２８,８３３その他経常収益

２１９,４３２（２）信用事業費用
２８,１４６資金調達費用
２４,３８７うち貯金利息
９１４うち給付補填備金繰入
２,８４３うちその他支払利息
１５,３５５役務取引等費用
１７５,９３０その他経常費用
△ １２,００１うち貸倒引当金戻入益

５うち貸出金償却
１８７,９２７うちその他費用

１,２４５,６２１信用事業総利益
１,２２６,３０６（３）共済事業収益

１,１３２,５７３共済付加収入
９３,７３３その他の収益

８５,７６５（４）共済事業費用
６１,５３０共済推進費
２４,２３５その他の費用

１,１４０,５４１共済事業総利益
５,２７３,４９０（５）購買事業収益

５,２３３,４４６購買品供給高
４０,０４４その他の収益

４,７８０,９５３（６）購買事業費用
４,６１３,７４５購買品供給原価
１６７,２０７その他の費用
５,７７８うち貸倒引当金繰入額

１６１,４２９うちその他費用
４９２,５３７購買事業総利益

８,８６６,５１４（７）販売事業収益
８,０１１,０５１販売品販売高
６４５,１８５販売手数料
２１０,２７７その他の収益

７,７７３,２１６（８）販売事業費用
７,１９３,２１５販売品販売原価
３８９,１０５販売費
１９０,８９５その他の費用
△ ５うち貸倒引当金戻入益

１９０,９００うちその他費用
１,０９３,２９８販売事業総利益

（単位：千円）
はが野農業協同組合
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●損益計算書●

金　　額科　　　　目
７４,０９０（９）保管事業収益
３６,９１１（１０）保管事業費用

３７,１７８保管事業総利益
９,９３６（１１）加工事業収益
９,７８１（１２）加工事業費用

１５４加工事業総利益
７３６,３６９（１３）利用事業収益

３５５,９８４共同乾燥施設収益
３８０,３８４その他利用収益

６３７,９０３（１４）利用事業費用
２７９,３１８共同乾燥施設費用
３５８,５８４その他利用費用

９８,４６６利用事業総利益
１７,６２９（１５）宅地等供給事業収益
７,１１８（１６）宅地等供給事業費用

１０,５１０宅地等供給事業総利益
６０６,４０２（１７）福祉事業収益
３１７,４０６（１８）福祉事業費用

２８８,９９６福祉事業総利益
１７,２５７（１９）指導事業収入
９２,０６９（２０）指導事業支出

△ ７４,８１２指導事業収支差額
４,１４４,８７６２．事業管理費

３,０６９,９８８（１）人件費
２６２,８６３（２）業務費
１５６,０３８（３）諸税負担金
６１６,７４７（４）施設費
３９,２３８（５）その他事業管理費

１８７,６１６事業利益
３６６,２６１３．事業外収益

３,０３３（１）受取雑利息
２７０,９０８（２）受取出資配当金
４９,１０９（３）賃貸料
６,８３２（４）償却債権取立益
３６,３７７（５）雑収入

４８,５７０４．事業外費用
１,６４１（１）寄付金
４６,９２８（２）雑損失

５０５,３０８経常利益
７,９３８５．特別利益

６,３７２（１）固定資産処分益
１,５６５（２）その他の特別利益

６９,７０７６．特別損失
１２,９０８（１）固定資産処分損
４０,５０９（２）減損損失
１６,２８９（３）その他の特別損失

４４３,５３８税引前当期利益
１３７,１０８（１）法人税・住民税及び事業税
△３８,６５２（２）法人税等調整額

９８,４５５７．法人税等合計
３４５,０８３当期剰余金
２５９,８６１当期首繰越剰余金
６０４,９４５当期未処分剰余金
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Ⅴ 注 記 表
　 定款第３９条第３項に基づいた報告資料

注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況はありません。継続組合の前提

に関する注記

１．次に掲げる資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券
　　ア．満期保有目的の債券・・・・　償却原価法（定額法）
　　イ．子会社株式・・・・・・・・　移動平均法による原価法
　　ウ．その他の有価証券
　　　　・時価のあるもの・・・・・　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

　　　　・時価のないもの・・・・・　移動平均法による原価法

　②棚卸資産
ア．購買品（生産資材）・・・・　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
イ．購買品（生活物資）・・・・　売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

重要な会計方針
に係る事項に関
する注記

２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採
用しています。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ています。また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については、法人税
法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っています。

②無形固定資産
　定額法により償却しています。
　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法により償却しています。

３．引当金の計上基準
①貸倒引当金
　貸倒引当金は、資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しています。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及
びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら
れる額を計上しています。
　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に
見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当ててい
ます。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績
率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修
正を加えて算定しております。
　全ての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当
を行っています。

②外部出資等損失引当金
　外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証
券の評価と同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、
必要と認められる額を計上しています。

③賞与引当金
　職員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分を
計上しています。

④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しています。
ア．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、期間定額基準によっています。

イ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期
間以内の年数（１１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しています。

⑤ポイント引当金
　事業利用の促進を目的とするポイント制度に基づき組合員・利用者に付与したポイント
の使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来発生すると見込まれる額
を計上しています。

重要な会計方針に
係る事項に関する
注記

４．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
で、平成２０年３月３１日以前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっています。

５．消費税及び地方消費税の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、固定資産に係る
控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し､５年間で均等償却を行っています。

６．決算書類に記載した金額の端数処理の方法
　記載金額は、千円 未満を切り捨てて表示しており、表示単位未満の科目については「０」で、
取引がない場合は「―」と表示しています。

７．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項
①事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法
　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。
よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。
　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則にしたが
い、各事業間の内部損益を除去した額を記載しています。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②共同計算
　当組合は生産者が生産した農産物を無条件委託販売により販売を行い、販売代金と販売
に要する経費をプ－ル計算することで生産者に支払いをする共同計算を行っております。
そのうち、米については販売をＪＡが行いプール計算を行う「ＪＡ共同計算」を行ってお
ります。
　共同計算の会計処理については、貸借対照表の経済受託債権に、受託販売について生じ
た委託者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支払った概算金、仮精算金を計上して
おります。また、経済受託債務に、受託販売品の販売代金（前受金を含む）を計上してお
ります。
　共同計算に係る収入（販売代金等）と支出（概算金、販売手数料、倉庫保管料、運搬費
等）の計算を行い、残額を精算金として生産者に支払った時点において、経済受託債権及
び経済受託債務の相殺後の経済受託債務残高を減少する会計処理を行っております。

（追加情報）
　改正企業会計基準第２４号会計方針の変更、会計上の変更及び誤謬の改正に関する会計基
準の適用に伴い、共同計算に関する事項を、その他計算書類等の作成のための基本となる
重要な事項に記載しております。

重要な会計方針に
係る事項に関する
注記

１．会計上の見積りに関する注記
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第３１号２０２０年３月３１日）を当事業
年度より適用し、「会計上の見積りに関する注記」に記載しています。

表示方法の変更に
関する注記

１．固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した減損損失　　　　　　　　４０,５０９千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ア．算定方法
　「損益計算書に関する注記」の「２．減損会計適用による固定資産の減損損失」に記載
しています。

イ．主要な仮定
　固定資産の減損損失の認識、測定において、将来キャッシュ・フローについては、単
年度事業計画等を基礎として算出しており、計画年度以降の将来キャッシュ・フローや、
割引率等については、一定の仮定を設定して算出しています。

ウ．翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
　これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受け、翌事業年
度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

会計上の見積りに
関する注記

２．貸倒引当金
①当事業年度の計算書類に計上した金額　貸倒引当金　２４６,３７５千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ア．算定方法
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「３．引当金の計上基準」の「①貸倒引
当金」に記載しています。

イ．主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の返済能力を個別
に評価し、設定しています。

ウ．翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事
業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
１．圧縮記帳額
　有形固定資産の取得価格から控除している圧縮記帳額は８,４３６,６１２千円であり、その内訳は
次のとおりです。
　　建物 ３,８８１,４７８千円 構築物 ９７７,７９５千円
　　機械装置 ３,３６１,２５９千円 車両運搬具 ３２,４３５千円
　　工具器具備品 １３２,２６８千円 土地 ５１,３７４千円

貸借対照表に
関する注記

２．担保に供した資産等
　担保に供した資産等は次のとおりです。
　　・担保に供している資産
　　　　預金 ６,４５２,０５０千円
　　・担保資産に対応する債務
　　　　為替決済に係る債務（上限） ６,４５０,０００千円
　　　　公金取扱にかかる決済保証金 ２,０５０千円

３．子会社等に対する金銭債権・債務の額
　　　　金銭債権の総額 １０,９４６千円
　　　　金銭債務の総額  ３０８,７８０千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の額
　　　金銭債権の総額  ４３,０７６千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

（注）１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

　　２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

　　３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　　４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないも
のです。

　　５．上記１～４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

金　　　額区　　　分

７,０５０
５６８,７９０

０
０

５７５,８４０
４０１,９１７
１７３,５４３
３７９

破綻先債権額 円円円円円円円円円円円円円 （Ａ）
延滞債権額 円円円円円円円円円円円円円円 （Ｂ）
３か月以上延滞債権額 円円円円円円円円円 （Ｃ）
貸出条件緩和債権額 円円円円円円円円円円 （Ｄ）
リスク管理債権額 円円円 （Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
担保・保証付債権額 円円円円円円円円円円 （Ｆ）
貸倒引当金（個別評価分） 円円円円円円円円 （Ｇ）
担保・保証等控除債権額 円円 （Ｈ＝Ｅ－Ｆ－Ｇ）

（単位：千円）

第
１
号
議
案
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
１．子会社等との取引高の総額
　①子会社等との取引による収益総額 １３,８６４千円
　　　うち事業取引高 ６,７４８千円
　　　うち事業取引以外の取引高 ７,１１６千円

　②子会社等との取引による費用総額 ４０,３３３千円
　　　うち事業取引高 ４０,３３３千円

損益計算書に
関する注記

２．減損会計適用による固定資産の減損損失
　当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗に
ついては支店ごとに、また、遊休資産及び賃貸固定資産については各固定資産をグルーピン
グの最小単位としています。本店及び営農関連施設については、他の資産グループのキャッ
シュ・フローの生成に寄与していることから、共用資産と認識しています。
　減損損失の兆候がある資産または資産グループについては、全て割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額との比較を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回る資産または資産グループについて、減損損失を認識いたしました。
　減損損失の内訳は次のとおりです。

回収可能価額の
算定方法

種類ごとの
減損損失額
（千円）

減損損失の認識に至った経緯
資産名

区分
場　所

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円  ９,９９４
構築物 円円円円 ５８
器具備品 円円円 ８０
無形固定資産 円 ９

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか大内
一般
資産

真岡市飯貝

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円  ３,５８７
構築物 円円円  ３９１
器具備品 円円円 ６６
無形固定資産 円 ２３

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか山前
一般
資産

真岡市小林

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

器具備品 円円  １１５
土地 円円円  ５,０６６

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか二宮
一般
資産

真岡市久下田

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

器具備品 円円 １５３
土地 円円円 ７,９２５

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか茂木
一般
資産

茂木町増井

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

器具備品 円円 １５３

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか市貝
一般
資産

市貝町市塙



４１

第
１
号
議
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
損益計算書に
関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団
体等へ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けているほか、国債や社債等有価証券に
よる運用を行っています。

金融商品に関する
注記

回収可能価額の
算定方法

種類ごとの
減損損失額
（千円）

減損損失の認識に至った経緯
資産名

区分
場　所

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

器具備品 円円円 ７２

営業収支が２期連続赤字
であると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれ
ないことから、帳簿価額
を回収可能額まで減額し
ています。

すこやか南高
一般
資産

芳賀町上稲毛田

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

建物 円円円 ７,５９７
構築物 円円円 ３４７
器具備品 円円  ４２９

市貝支店移転（令和４年
５月）につき、回収可能額
が帳簿価額まで達してい
ない為、帳簿価額を回収
可能額まで減額していま
す。

市貝支店
一般
資産

市貝町市塙

正味売却価額を採
用しております。
時価は固定資産税
評価額で算定して
おります。

土地 円円円 １,３４９
回収可能額が帳簿価額ま
で達していない為、帳簿
価額を回収可能額まで減
額しています。

須藤支所
遊休
資産

茂木町千本

建物 円円円円 １８７
ＡＴＭ再編計画（令和４
年３月廃止）につき、帳簿
価額を備忘価額まで減額
しています。

ウェルシア
大谷新町ATM遊休

資産
真岡市大谷新町

建物 円円円 ２,１４４
ＡＴＭ再編計画（令和４
年３月廃止）につき、帳簿
価額を備忘価額まで減額
しています。

長田ATM
遊休
資産

真岡市長田

建物 円円円円 ７５６
ＡＴＭ再編計画（令和４
年３月廃止）につき、帳簿
価額を備忘価額まで減額
しています。

道の駅ましこATM
遊休
資産

益子町長堤

建物 円円円 ２４,２６７
構築物 円円円  ７９７
器具備品 円 １,０７０
無形固定資産 円 ３２
土地 円円円 １４,３４１

種 類 ご と の 合 計

４０,５０９総　 合　 計
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価
証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらさ
れています。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及びその他有価証券で保有しています。
これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされて
います。

③金融商品に係るリスク管理体制
ア．信用リスクの管理
　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定し
ています。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店との
連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先の償還能力の
評価を行うとともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま
す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取
り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引
当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

イ．市場リスクの管理
　当組合では、金利リスク、価格変動リスク等の市場性リスクを的確にコントロールす
ることにより、収益の確保及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性
維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
等を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及び当
組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、理事会において運用方
針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情
報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬ
Ｍ委員会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買を行っています。運用部門が
行った取引については、リスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし、
定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）
　当組合で保有している金融商品は、全てトレーディング目的以外の金融商品です。当
組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券及び貯金です。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理
的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しています。
　金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる
金利が０.５％上昇したものと想定した場合には、経済価値が１,０１５,５４２千円減少するものと
把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他
のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影
響が生じる可能性があります。

ウ．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成
し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判
断を行う上で重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したう
えで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場
価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれていま
す。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品に関する
注記
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
２．金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず
③に記載しています。

②金融商品の時価の算定方法
ア．資産
ａ　預金
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リス
クフリーレートである翌日物金利スワップ（Ｏｖｅｒｎｉｇｈｔ　Ｉｎｄｅｘ　Ｓ
ｗａｐ　以下ＯＩＳという）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して算定しています。

ｂ　有価証券
　債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

ｃ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先
の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額をリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当
金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額
から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

イ．負債
ａ　貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と
みなしています。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来の
キャッシュ・フローをリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた現在
価値を時価に代わる金額として算定しています。

③時価を把握することが極めて困難な金融商品

金融商品に関する
注記

（注）貸倒引当金は、一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金です。

（単位：千円）
差額時価貸借対照表計上額
１,２２３１３３,３５７,６３７１３３,３５６,４１３預金

有価証券
１７,３００１,０１７,７６０１,０００,４５９　満期保有目的の債券

－１９,６９１,５７０１９,６９１,５７０　その他有価証券
３６,９７５,３６４　貸出金
△２０２,９８７　　貸倒引当金

５３３,９４２３７,３０６,３１９３６,７７２,３７６　　貸倒引当金控除後
５５２,４６７１９１,３７３,２８６１９０,８２０,８１９資産計
２７,７６９１９１,８７６,１９７１９１,８４８,４２８貯金
２７,７６９１９１,８７６,１９７１９１,８４８,４２８負債計

（単位：千円）
貸借対照表計上額

１５,４４５,９８１外部出資
△３５,２３１外部出資等損失引当金

１５,４１０,７５０外部出資（引当金控除後）
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

⑤その他の有利子負債の決算日後の返済予定額

金融商品に関する
注記

１．有価証券の時価、評価差額に関する事項
①満期保有目的の債券で時価のあるもの
　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。

有価証券に関する
注記

（単位：千円）

差　　額時　　価貸借対照表
計上額

３,６７５４０３,７５０４００,０７４政府保証債時価が貸借対照表計
上額を超えるもの １３,６２５６１４,０１０６００,３８４社　債

１７,３００１,０１７,７６０１,０００,４５９合　　計

（単位：千円）

（注）１．貸出金のうち当座貸越 ６９９,２３２千円については「１年以内」に含めています。また、
期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。

　　２．３か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 ４２４,２７４千円は償還の予定が見
込まれないため、含めていません。

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

－－－－１,０１５１３３,３５５,３９８預金
有価証券

－－－－４００,０００６００,０００満期保有目的の債券

１９,４００,０００２００,０００１００,０００－－－その他有価証券のう
ち満期があるもの

２３,２６３,９１８２,１００,６７５２,２３２,３４０２,４３５,７３１２,６５４,８４５３,８６３,５７７貸出金
４２,６６３,９１８２,３００,６７５２,３３２,３４０２,４３５,７３１３,０５５,８６０１３７,８１８,９７６合　　計

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

１,２２０１,１３２,１２５２,０７０,９８１１３,０５３,０６７１３,５２５,５５５１６２,０６５,４７８貯金
（注）１．貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
②その他有価証券で時価のあるもの
　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこ
れらの差額については、次のとおりです。

有価証券に関する
注記

２．当期中に売却した債券
　その他有価証券　

１．退職給付債務の内容
①採用している退職給付制度
　職員の退職給付金に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用してい
ます。また、この制度に加え、同規程に基づく退職給付の一部に充てるため、一般財団法人
全国農林漁業団体共済会との契約による特定退職金共済制度及び全共連との契約による確
定給付型年金制度を採用しています。
　なお、下記のほか、一般財団法人全国農林漁業団体共済会への積立額は８２８,６９２千円あり、
今年度、退職給付掛金３６,４６８千円を福利厚生費に計上しています。

②退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における退職給付債務 ２,１９１,４８６千円
　　　勤務費用 １３９,５２４千円
　　　数理計算上の差異の発生額 △１４１,３３８千円
　　　退職給付の支払額  △１４１,６７２千円
　　期末における退職給付債務 ２,０４８,０００千円

③年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における年金資産 ３８９,５４２千円
　　　期待運用収益 ３,６４８千円
　　　数理計算上の差異の発生額 △７７３千円
　　　確定給付型年金制度への拠出金 ２０,５２０千円
　　　退職給付の支払額 △３９,６６２千円
　　期末における年金資産 ３７３,２７４千円

退職給付に関する
注記

（単位：千円）

差　　額貸借対照表
計上額

取得原価又は
償却原価

２１７,６６４５,１３４,２４０４,９１６,５７５国　債貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

５８,１２２１,２５８,３６０１,２００,２３７社　債

２７５,７８６６,３９２,６００６,１１６,８１３小　計

Δ４４７,２８３１１,７１１,８９０１２,１５９,１７３国　債貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えないもの

Δ１２,９２０１,５８７,０８０１,６００,０００社　債

Δ４６０,２０３１３,２９８,９７０１３,７５９,１７３小　計

Δ１８４,４１６１９,６９１,５７０１９,８７５,９８６合　　計

（単位：千円）
売却益売却額

５,００２１,２９４,５４０国　債

　なお、上記差額合計の△１８４,４１６千円を「その他有価証券評価差額金」に計上していま
す。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
　④退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　　　　退職給付債務 ２,０４８,０００千円
　　　　年金資産 △３７３,２７４千円
　　　未積立退職給付債務 １,６７４,７２５千円
　　　　未認識数理計算上の差異 △１０１,６６８千円
　　　貸借対照表計上額純額 １,５７３,０５７千円
　　　　退職給付引当金 １,５７３,０５７千円

　⑤退職給付費用及びその内訳項目の金額
　　　　勤務費用 １３９,５２４千円
　　　　期待運用収益 △３,６４８千円
　　　　数理計算上の差異の費用処理額 ３７,４３８千円
　　　合計 １７３,３１４千円

　⑥年金資産の主な内訳
　　　一般勘定  １００％

　⑦長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と
年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してい
ます。

⑧割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
　ア．割引率  ０.１６４％
　イ．長期期待運用収益率  ０.８０３％

退職給付に関する
注記

２．特例業務負担金
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の
統合を図るための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条に基づき、旧農
林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金４３,４６８千円を含めて計上しています。
　なお、同組合より示された令和３年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負担金
の将来見込額は、４８５,０１５千円となっています。
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注　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金 ３４,６１６千円
　　　賞与引当金 ５１,９１２千円
　　　未払事業税  ７,８７５千円
　　　退職給付引当金  ４３５,７３６千円
　　　減損損失  １２９,４０９千円
　　　貸付未収利息未計上 ５９,１３６千円
　　　その他 ６２,６３４千円
　　　繰延税金資産小計 ７８１,３１８千円
　　　評価性引当額 △１７７,００７千円
　　　繰延税金資産合計（ａ） ６０４,３１０千円
　　繰延税金負債
　　　全農外部出資評価益（合併交付金） △７,２８９千円
　　　繰延税金負債合計（ｂ） △７,２８９千円
　　繰延税金資産の純額（ａ＋ｂ）  ５９７,０２１千円

②法定実効税率と法人税等の負担率との間の重要な差異の主な内訳
　　法定実効税率 ２７.７％
　　（調　整）
　　　交際費等永久に損金に算入できない項目 ２.６％
　　　受取配当金等永久に益金に算入できない項目 △８.５％
　　　住民税均等割等 ２.３％
　　　評価性引当額の増減 △１.７％
　　　その他 △０.３％
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２２.１％

税効果会計に関す
る注記

貸借対照表に計上していない資産除去債務
　当組合は、下記の施設に関して、不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復にかかる
義務を有していますが、当該施設は当組合が事業を継続する上で必須の施設であり、時点では
除去は想定していません。また、移転が行われる予定もないことから、資産除去債務の履行時
期を合理的に見積もることができません。そのため、当該義務に見合う資産除去債務を計上し
ていません。

その他の注記

第
１
号
議
案

所在地使用目的種別
真岡市中郷　他真岡支店敷地　他８ヶ所事務所
真岡市京泉　他中央カントリーエレベーター敷地　他１ヶ所カントリーエレベーター
真岡市飯貝　他大内ライスセンター敷地　他５ヶ所ライスセンター
芳賀町大字祖母井　他芳賀一元集荷場敷地　他１ヶ所集荷場
真岡市飯貝　他大内中央低温倉庫敷地　他２ヶ所農業倉庫
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料

１．組合員資本

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　類

３,９６０,２０３１２９,１７８１３０,０６７３,９５９,３１４出 資 金
６９,６２３――６９,６２３資 本 準 備 金

１３,８０９,２０４３１５,２６９６１３,５４１１３,５１０,９３１利 益 剰 余 金
５,６４４,９１８―１５０,０００５,４９４,９１８利 益 準 備 金
８,１６４,２８５３１５,２６９４６３,５４１８,０１６,０１２そ の 他 利 益 剰 余 金
２,０１５,１９９――２,０１５,１９９特 別 積 立 金
２,３８２,３５７―５０,０００２,３３２,３５７信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１――１０,０９１肥 料 価 格 安 定 事 業 準 備 金
５６０,０００――５６０,０００教 育 基 金 積 立 金
５００,０００――５００,０００営 農 施 設 設 置 運 営 積 立 金
５００,０００――５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５５８,３６８―５,２１５５５３,１５２税 効 果 調 整 積 立 金
３６３,３２４―２３,２４２３４０,０８１事業体制再編整備運営積立金
６７０,０００―４０,０００６３０,０００経 営 安 定 化 積 立 金
６０４,９４５３１５,２６９３４５,０８３５７５,１３１当 期 未 処 分 剰 余 金
△１５,５８１△１３,５１２△１５,５８１△１３,５１２処 分 未 済 持 分

１７,８２３,４４９４３０,９３５７２８,０２７１７,５２６,３５７合　 　 計

（注）　利益準備金、その他利益剰余金（当期未処分剰余金を除く）の当期増加額については、令和２年度剰余金
処分により増加したものです。

Ⅵ貸借対照表等の附属明細書
令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで

（単位：千円）
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積立目標額等及び取崩基準積立目的項　　目
（積立目標額）
各事業年度末貯金残高×１.５／１,０００
（取崩基準）
信用事業の改善発展のための支出は、信用事業の
機械情報化・サービスの充実及び金融ビックバン
等への諸対応のために支出できるものとする。

組合員の期待と信頼に応える事業
機能を発揮するために強固な財務
基盤を確立するため。

信用事業
基盤整備強化積立金

（積立目標額）
「営農相談・施肥コスト抑制運動基本要領」に基
づき全農栃木県本部が示す額（面積予約数量×一
定の単価）
（取崩基準）
肥料価格の期中改定により値上がりが発生した場
合には、「営農相談・施肥コスト抑制運動基本要
領」に基づき取崩す。

肥料価格の年間安定を図るため。肥料価格安定事業
準備金

（積立目標額）
組合員一人当たり、５０,０００円を目標に９億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合、当該目的積立金の全
額を取崩す。

組合における教育活動を長期的か
つ安定的に実施するため。教育基金積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合及び事業を廃止した場
合は全額を取崩す。

農業生産コストの低減を図る優良
な営農施設の設置及びその安定的
運営に必要な財務基盤を確立する
ため。

営農施設
設置運営積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目標が達成された場合及び事業を廃止した場
合は全額を取崩す。

デイサービスセンター等高齢者福
祉関連施設の設置とその安定的な
運営及び高齢者福祉活動の促進に
必要な財務基盤を確立するため。

高齢者福祉事業
運営積立金

（積立目標額）
税効果会計による繰延税金資産相当額
（取崩基準）
法人税等の前払金額が回収された年度においてそ
の回収金額を取崩す。

税効果会計による繰延税金資産（法
人税等の前払い分）について将来の
減少に備えるため。

税効果調整積立金

（積立目標額）
５億円
（取崩基準）
積立目的が達成された場合は、各事業年度末にお
いて整備対象施設の償却費相当額を取崩す。

事業実施体制の再構築を図るため、
店舗の統合再編及び経済事業改革
に伴う新たな施設の設置に必要な
財務基盤の確立と円滑な運営に充
てるため。

事業体制再編整備
運営積立金

（積立目標額）
１０億円
（取崩基準）
次の事項が生じた場合は、理事会の決議により取
崩すことができる。
①大規模災害等による被害が発生した場合の事業
継続のために施設復旧等に要する費用
②不良債権の引当・償却、及び固定資産等の資産
の減損処理等による費用
③一時的な拠出等による費用
④会計基準変更による影響額
⑤その他、経営安定に重大な影響を及ぼす費用

大規模災害、債権の引当・償却、固
定資産の減損処理、一時的な拠出
に伴う剰余金の減少に対応し、必
要な財務基盤を確立するため。

経営安定化積立金

任意積立金である目的積立金の積立目的等は次のとおりです。

●附属明細書●
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●附属明細書●

２．固定資産

償　却
累計率
　　 ×１００

減価償却
累計額
（F）

当　期
償却額
（E）

当期末
残　高

（D）＝（A）+（B）－（C）

当　期
減少額
（C）

当　期
増加額
（B）

当期首
残　高
（A）

種　　類

７３.７６６,２５１,５６５１４３,８０４８,４７４,５５７１０３,４７１
（２４,２６７）４６,５１５８,５３１,５１２建 物

有
形
固
定
資
産

８７.３３１,２０３,０８０２４,９１５１,３７７,５８６５,８５３
（７９７）３,５６８１,３７９,８７１構 築 物

８３.４３３,４３６,８６４１７６,０６４４,１１９,２９１３,０１４９０,３０４４,０３２,００１機 械 装 置

９９.９９１９２,９６７２８８１９２,９６７１,６４０―１９４,６０７車 両 運 搬 具

９１.０１６４２,９８８３３,２４２７０６,４７２１１,２３９
（１,０７０）１３,３９９７０４,３１２工 具 器 具 備 品

１,１５３,２７２３７,７７９
（１４,３４１）２３,５００１,１６７,５５１土 地

２１,１６７２４,２４５３８,９０８６,５０４建 設 仮 勘 定

１１,７２７,４６６３７８,３１６１６,０４５,３１４１８７,２４３
（４０,４７６）２１６,１９５１６,０１６,３６２計

８,１３８１９,４７５８,１３８―２７,６１４ソ フ ト ウ ェ ア

無
形
固
定
資
産

７,８９０――７,８９０電 話 加 入 権

１６３７１６１９６（３２）１６６７４７上下水道加入金

２３１６９２３―１９３そ の 他

８,３２６２８,２５２８,３５９
（３２）１６６３６,４４６計

１１,７２７,４６６３８６,６４２１６,０７３,５６７１９５,６０３
（４０,５０９）２１６,３６１１６,０５２,８０８合 計

（単位：千円、％）

（注）１．「当期減少額」欄の（　　）内は内書きで、減損損失の計上額です。
　　２．「当期償却額」欄は事業外費用に計上した遊休資産、賃貸資産及び太陽光発電設備の減価償却費（８,７２７

千円）を含みます。
　　３．土地の当期増加額の主なものは、市貝支店敷地（１８,３００千円）の取得によるものです。

（F）
（D）
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３．外部出資

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額
（C）

当期増加額
（B）

当期首残高
（A）出 　資 　先

―２９,２８０―２９,２８０栃木県信用農業協同組合連合会

系　

統　

出　

資

１１,８３５,５４０――１１,８３５,５４０農 林 中 央 金 庫

４６９,７００――４６９,７００全国農業協同組合連合会

２,４８７,２００――２,４８７,２００全国共済農業協同組合連合会

１,８９０――１,８９０日本文化厚生農業協同組合連合会

１４,７９４,３３０２９,２８０―１４,８２３,６１０計

０３,９９９―４,０００株 式 会 社 農 協 観 光

株　

式
系　

統　

外　

出　

資

８００――８００もおか鬼怒公園開発株式会社

５,０００――５,０００真 岡 鐵 道 株 式 会 社

５００――５００株式会社二宮金次郎商店

２,０００――２,０００株 式 会 社 も て ぎ プ ラ ザ

１,５００――１,５００芳賀町ロマン開発株式会社

１００――１００株 式 会 社 日 本 農 業 新 聞

１,０００――１,０００ＪＡ栃木人材派遣株式会社

１６６,８００――１６６,８００株式会社ＪＡエルサポート

２,０００――２,０００株式会社ましこカンパニー

３,２００――３,２００株式会社栃木県畜産公社

３８８,９５０―３０３８８,９２０栃木県農業信用基金協会そ
の
他 １――１農林水産業協同組合貯金保険機構

５７１,８５１３,９９９３０５７５,８２１計

５０,０００――５０,０００はが野サービス株式会社
株　

式

子　

会　

社　

出　

資

２９,８００――２９,８００株式会社未来ちゃんファーム

７９,８００――７９,８００計

１５,４４５,９８１３３,２８０３０１５,４７９,２３１合　 　 計

（単位：千円）
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４．引当金等

当期末残高
（A）+（B）-（C）

当期減少額（C）当期増加額
（B）

当期首残高
（A）種　　　　類

その他目的使用

２４６,３７５２５１,８２４－２４６,３７５２５１,８２４貸 倒 引 当 金

３０,１６０３２,４２４－３０,１６０３２,４２４一 般 貸 倒 引 当 金

２９,４４４３１,５３９－２９,４４４３１,５３９う ち 信 用 事 業

６８３８４５－６８３８４５う ち 購 買 事 業

２２２７－２２２７う ち 販 売 事 業

１０１１－１０１１う ち そ の 他 事 業

２１６,２１５２１９,３９９－２１６,２１５２１９,３９９個 別 貸 倒 引 当 金

１７３,５４３１８３,４５０－１７３,５４３１８３,４５０う ち 信 用 事 業

３９,１６４３３,２２３－３９,１６４３３,２２３う ち 購 買 事 業

３,５０６２,７２５－３,５０６２,７２５う ち そ の 他 事 業

３５,２３１０３,９９９３１９３８,９１２外 部 出 資 等 損 失 引 当 金

１８７,４０８－１２２,３２４１８７,４０８１２２,３２４賞 与 引 当 金

１,５７３,０５７－１２２,５３０１７３,３１４１,５２２,２７３退 職 給 付 引 当 金

１３,７３９５５１３,２７０９,２２０１７,８４４ポ イ ン ト 引 当 金

２,０５５,８１２２５１,８７９２６２,１２４６１６,６３７１,９５３,１７８合　 　 計

（注）１．計上理由及び算定方法は「注記表」＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞に記載しています。
　　２．上記貸倒引当金「当期減少額」欄のうち、「その他」欄については、洗い替えによる減少額を表示して

います。

（単位：千円）
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５．子会社等との取引並びに子会社等に対する債権及び債務
　　　（１）子会社等との取引

摘　　要費用総額収益総額取引内容会　社　名
車両修理等１,６１０－信 用 事 業

はが野サービス株式会社
（子会社）

収益は共済付加収入
費用は自賠責取次手数料、
車両修理費等

７,２０２２３５共 済 事 業

収益は購買品供給高
費用は購買雑費等２,６８４８８購 買 事 業

車両修理費１,３１４－販 売 事 業
車両修理費等１６,６０９－そ の 他 事 業
固定資産賃貸借等－６,９４４事 業 外

２９,４２１７,２６９計
購買品供給高１０,９１１６,４２３購 買 事 業

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社） 固定資産賃貸借－１７１事 業 外

１０,９１１６,５９５計
４０,３３３１３,８６４合　　　　　計

（単位：千円）

　　　（２）子会社等に対する債権及び債務

債　　務債　　権
取引内容会　社　名

当期増減（△）額当期末残高当期首残高当期増減（△）額当期末残高当期首残高
△７０８３０６,５３８３０７,２４６－－－貯 金

はが野サービス株式会社
（子会社）

△２２,２４２２,２４５－－－未 払 金
－－－－７７購買未収金

△７１０３０８,７８０３０９,４９１－７７計
－－－－－－貯 金

株式会社未来ちゃんファーム
（子会社）

－－－２,３８１８,８１５６,４３３当 座 貸 越
－－－△１,９２６１,６００３,５２６貸 出 金
－－－△３,６４０５２３４,１６４購買未収金
－－－△３,１８４１０,９３８１４,１２３計

△７１０３０８,７８０３０９,４９１△３,１８４１０,９４６１４,１３１合　　計

（単位：千円）
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６．事業管理費

金　　額内　　訳　　科　　目損益計算書科目
７８,１５３役員報酬

人 件 費

２,１７６,９９９給料手当
（１８７,４０８）（うち賞与引当金繰入額）
６４１,５２１福利厚生費
１７３,３１４退職給付費用
３,０６９,９８８計
１１,９９７会議費

業 務 費

７８５接待交際費
１５,８１８宣伝広告費
１９,８７４通信費
７,８０５印刷･消耗品費
１４,４９２図書･研修費
１８７,９２０業務委託費
４,１６９旅費

２６２,８６３計
８５,３４１租税公課

諸 税 負 担 金 ６６,２４５支払賦課金
４,４５２分担金

１５６,０３８計
３７７,９１４減価償却費

施 設 費

３９,２１３保守修繕費
２５,０２４保険料
４２,２１６水道光熱費
９７,６２１賃借料
２,３８９消耗備品費
１,６８８車両費
３０,６７８施設管理費
６１６,７４７計
３９,１５４雑費

その他事業管理費 ８３設備借入金利息
３９,２３８計

４,１４４,８７６合　　　　　計
（注）退職給付費用のなかには確定給付企業年金掛金を含み、福利厚生費には退職給付掛金を含みます。

（単位：千円）

７．その他の重要な事項
　　　該当する事項はありません。
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Ⅶ　令和３年度剰余金処分案
　

合　計金　　　額科　　　目

６０４,９４５,０７３　１．当期未処分剰余金

３２１,６５９,３７７　２．剰余金処分額

１００,０００,０００（１）利益準備金

１６２,６６８,３９９（２）任意積立金

３７,６４２,７７６信 用 事 業 基 盤 整 備 強 化 積 立 金

３８,６５２,８５７税 効 果 調 整 積 立 金

６,３７２,７６６事 業 体 制 再 編 整 備 運 営 積 立 金

８０,０００,０００経 営 安 定 化 積 立 金

５８,９９０,９７８（３）出資配当金

２８３,２８５,６９６３．次期繰越剰余金

（令和４年５月２４日）

（注）１．出資配当金は年１.５％の割合です。
　　２．任意積立金である目的積立金の積立目的、積立目標、積立基準及び取崩基準は、

附属明細書に記載しております。
　　３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰

越額２０,０００千円が含まれています。

（単位：円）
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料会計監査人監査報告書

謄本
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農協法第３６条第８項に基づいた提出資料監事監査報告書

謄本

監 査 報 告 書
　私たち監事は、令和３年３月１日から令和４年２月２８日までの令和３年度の理事の職務の執行を
監査しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　各監事は、当組合の監事監査規程に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図るほか、
監査の方針、監査計画等に従い、理事、内部監査部門その他の職員等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（農協
法施行規則第１５１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対
照表、損益計算書、注記表及び剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、組合の状況を正しく示しているものと
認めます。

②理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人みのり監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和４年４月２７日　　　　　　
はが野農業協同組合　　　　　
代表監事　　渡辺　　栄　㊞
常勤監事　　磯　　伸一　㊞
監　　事　　上野　幸政　㊞
監　　事　　鈴木　　保　㊞
監　　事　　水楢　房一　㊞
監　　事　　薄根　定男　㊞
監　　事　　江間田信一　㊞
監　　事　　山中　　繁　㊞

（注）監事山中　繁は農協法第３０条第１４項に定める員外監事であります。
以上

監査従事延べ人員監　査　対　象監　査　期　日 計補助員監事
７０７随時監査（営農）令和３年７月１２日～７月３０日（７日間）
２１１期中監査（現金）令和３年８月３１日
１１４７期中監査（購買品）令和３年８月３１日
８７２３６４期中監査（業務・会計）令和３年９月３０日～１０月２７日（９日間）
８０８随時監査（支店）令和３年１２月６日～１２月２４日（８日間）
３０３随時監査（内部統制システム）令和４年２月１７日～２月２４日（３日間）
２１１期末監査（現金）令和４年２月２８日
１２４８期末監査（購買品）令和４年２月２８日
１０１２９７２期末監査（業務・会計）令和４年４月４日～４月２７日（１０日間）

（参考）監査の実施状況

●監査報告書●
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農協法第３７条第１項に基づいた提出資料

（参考１）部門別損益計算書
令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで

１．部門別損益計算書
（単位：千円）

（注）１．上記の（部門別損益計算書の）事業収益、事業費用の「合計」欄は、各事業の収益、費用の
単純合算値を記載しております。一方、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同
組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損益（事業収益２６０,８３１千円、事業費用２６０,８３１千円）
を除去した額を記載しています。よって、両者は一致しておりません。

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業合　　計区　　分

１７,２５７１,８２５,７６８１３,７５８,６６５１,２２６,３０６１,４６５,０５４１８,２９３,０５３①事 業 収 益

８８,０４１１,４６３,４５０１２,１０３,８６９８５,７６５２１９,４３２１３,９６０,５５９②事 業 費 用

▲７０,７８４３６２,３１８１,６５４,７９５１,１４０,５４１１,２４５,６２１４,３３２,４９３③事 業 総 利 益
（ ① － ② ）

２９５,２９９４３３,２６９１,６４５,７４５８３１,２５４９３９,３０７４,１４４,８７６④事 業 管 理 費

(３,６２５)(１２,２６３)(３０６,３６０)(２５,１８９)(３０,４７６)(３７７,９１４)⑤（うち減価償却費）

(２７３,２６２)(３６８,９９８)(１,０３８,４１６)(７１１,７４１)(６７７,５６９)(３,０６９,９８８)⑤’（うち人件費）

(２８,６８７)(８５,６９６)(４３４,９７１)(１７１,６７８)(２３５,０６４)⑥うち共通管理費

(２,１２０)(４,５６１)(１２,３９５)(６,７８５)(６,７４６)⑦（うち減価償却費）

(１３,３９０)(４０,８９５)(２１２,９９５)(８３,１１３)(１１５,０８１)⑦’（うち人件費）

▲３６６,０８３▲７０,９５０９,０５０３０９,２８６３０６,３１４１８７,６１６⑧事 業 利 益
（ ③ － ④ ）

１０,５３６３２,１７８１６７,５９６６５,３９７９０,５５２３６６,２６１⑨事 業 外 収 益

１０,５３６３２,１７８１６７,５９６６５,３９７９０,５５２⑩うち共通分

１,３９７４,２６７２２,２２４８,６７２１２,００８４８,５７０⑪事 業 外 費 用

１,３９７４,２６７２２,２２４８,６７２１２,００８⑫うち共通分

▲３５６,９４４▲４３,０３８１５４,４２１３６６,０１１３８４,８５８５０５,３０８⑬経 常 利 益
（⑧＋⑨－⑪）

２２８６９７３,６３２１,４１７１,９６２７,９３８⑭特 別 利 益

２２８６９７３,６３２１,４１７１,９６２⑮うち共通分

２,００５６,１２４３１,８９７１２,４４６１７,２３４６９,７０７⑯特 別 損 失

２,００５６,１２４３１,８９７１２,４４６１７,２３４⑰うち共通分

▲３５８,７２１▲４８,４６５１２６,１５６３５４,９８２３６９,５８７４４３,５３８⑱税引前当期利益
（⑬＋⑭－⑯）

▲３５８,７２１３３,１５９１６８,３０２６６,２４９９１,００９⑲営農指導事業分配賦額

▲８１,６２５▲４２,１４６２８８,７３３２７８,５７７４４３,５３８⑳
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益
（ ⑱ － ⑲ ）

共通管理費等

(▲９５６,０９９)

(▲３２,６０９)

(▲４６５,４７７)

▲３６６,２６１

▲４８,５７０

▲７,９３８

▲６９,７０７
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（注）２．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
（１）共通管理費等
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦
（２）営農指導事業
　　　事業総利益割・人件費を除いた事業管理費割・人員割の平均値による配賦

（注）３．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）
（単位：％）

２．予算統制の状況
（単位：千円）

３．専属事業損益の内訳
（単位：千円）

４．部門別の資産
（単位：千円）

（注）共通資産の他部門への配賦基準
　　　事業別の資産割合による配賦

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

１００.００２.８７８.７８４５.７５１７.８５２４.７５共 通 管 理 費 等

１００.００９.２４４６.９１１８.４６２５.３９営 農 指 導 事 業

差引c-d決算額d修正後予算額c修正額当初予算額区　　分

４５,４７５４,１４４,８７６４,１９０,３５２―４,１９０,３５２事業管理費

５４８１７,２５７１７,８０６―１７,８０６収入a
営農指
導事業 ４３,８５２８８,０４１１３１,８９４―１３１,８９４支出b

▲４３,３０３▲７０,７８４▲１１４,０８８―▲１１４,０８８差引a-b

営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

▲３５６,９４４▲４３,０３８１５４,４２１３６６,０１１３８４,８５８経常利益a
（⑬）

１,５０４７,７０１２９３,９６５１８,４０４２３,７２９減価償却費b
（⑤-⑦）

１９,５４８５７,７８５２８９,６００１１４,９５３１５６,５２０共通管理費等c
（⑥-⑩+⑫）

▲３３５,８９１２２,４４７７３７,９８６４９９,３６９５６５,１０８専属事業損益
a+b+c

共通資産農業関連事業共済事業信用事業合　　計区　　分

２１,０６４,９７８１,８１４,８５９８,９６０１９２,６５０,６５５２１５,５３９,４５３事 業 別 の 総 資 産

２,０１１,４３９９,９３０２１３,５１８,０８２２１５,５３９,４５３総資産（共通資産配賦後）
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（参考２）子会社等の財産及び損益の状況

１．機構図（令和４年２月２８日現在）

株 主 総 会

取 締 役 会

代表取締役会長

代表取締役社長

統 括 所 長

監
査
役

オ
ー
ト
パ
ル
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２．事業活動報告
　　○「安心・信頼・満足」を合言葉に、顧客満足度の向上に努めました。

３．供給実績
（単位：千円）

令和３年３月～令和４年２月令和２年３月～令和３年２月区　　　　　分

３１７,４０９４１７,５００自動車事業

○　はが野サービス株式会社
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４．子会社の財産及び損益の状況
　①貸借対照表（令和４年２月２８日現在） （単位：千円）

金　　額科　　目金　　額科　　目
（負債の部）（資産の部）

３０,１０５１．流動負債３３４,９８６１．流動資産
１０,１８９購買未払金４３９現金
２,７６１未払費用３０９,７６８預金
３,３１７仮受金１４,５４４購買未収金
３,４４２未払法人税等１１,４９６繰越購買品
２,８９８未払消費税１３４立替金
７,４９６賞与引当金２００仮払金
１９,４９４２．固定負債９２商品券
１９,４９４退職給付引当金９１２未収収益
４９,６００負債の部合計１７９差入保証金

（純資産の部）△２,７８２貸倒引当金
５０,０００１．資本金２４,４０３２．固定資産
２５９,７８８２．利益剰余金５１,０６８（１）有形固定資産
２２,０００利益準備金３,６８４建物付属設備
９,７５６税効果調整積立金８４２構築物

１３８,６０２施設設置及び廃止積立金１７,２８４機械
８９,４３０繰越利益剰余金２０,３８５車輌運搬具
３０９,７８８純資産の部合計４,２９０器具備品

４,５８１一括償却資産
△４０,５９３（２）減価償却累計額
３,３９１（３）無形固定資産
４００（４）出資金・長期前払費用

１０,１３６（５）繰延税金資産
３５９,３８９負債及び純資産の合計３５９,３８９資産の部合計
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　②損益計算書（令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで） （単位：千円）

金　　額科　　目
１３６,９０２１．事業総利益
４２０,８８９事業収益

３１７,４０９供給高
９５,２３６手数料
８,２４４事業雑収入

２８３,９８７事業費用
２６５,３５２供給原価
１８,８４６事業直接費
△２１０貸倒引当金

１１７,５９６２．販売費及び一般管理費
１００,６１５人件費

３旅費
３,７８７業務費
１,００７諸税負担金
７,５１５施設費
４,６３４減価償却費
３２雑費

１９,３０６事業利益
９１４３．事業外収益

７６８経済受取利息
３受取配当金
１５預貯金利息
１２８雑収入

―４．事業外費用
２０,２２０経常利益

―５．特別利益
０６．特別損失

０固定資産処分損
２０,２２０税引前当期利益

７,１１７法人税・住民税及び事業税
△３８０法人税等調整額
６,７３６７．法人税等合計

１３,４８３当期純利益
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【注記事項】
ア．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
・棚卸資産・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産並びに無形固定資産は税法基準により償却しています。

（３）引当金の計上基準
①貸倒引当金
　貸倒引当金は決算手続要領に基づく必要相当額を計上しています。
②賞与引当金
　社員賞与の支給に備えるため、次期支給の賞与見積額のうち当期に属する期間対応分
を計上しています。
③退職給付引当金
　将来の退職給付債務支給額のうち、当期までに発生していると認められる額を基準と
して計上しています。

（４）その他の重要な会計方針
①消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

イ．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　ＪＡに対する金銭債権の総額 ３０８,７８０千円
　ＪＡに対する金銭債務の総額 ７千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
該当する事項はありません。

ウ．株主資本変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

１,０００１,０００普通株式

１,０００１,０００合　　計

（単位：株）
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５．株主資本等変動計算書　
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

２９７,３０４２９７,３０４２４７,３０４７６,９４６１３８,６０２９,７５６２２,０００５０,０００当 期 首 残 高

△１,０００△１,０００△１,０００△１,０００−−−−剰 余 金 の 配 当
株
主
資
本

当
期
変
動
額

１３,４８３１３,４８３１３,４８３１３,４８３−−−−当 期 純 利 益

−−−−−−−−任意積立金の取崩

１２,４８３１２,４８３１２,４８３１２,４８３−−−−当 期 変 動 額 合 計

３０９,７８８３０９,７８８２５９,７８８８９,４３０１３８,６０２９,７５６２２,０００５０,０００当 期 末 残 高
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６．令和４年度事業収支計画（令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで）
（単位：千円）

金　　　　額科　　　　　　　目

１３４,０８５１．事業総利益

４４８,４９１事業収益

３４４,４３０供給高

９７,４６４手数料

６,５９７事業雑収入

３１４,４０５事業費用

２９４,５８５供給原価

１９,８２０事業直接費

１２５,７４７２．販売費及び一般管理費

１０７,４５４人件費

４旅費

５,５２０業務費

１,０４８諸税負担金

７,４１６施設費

４,２５４減価償却費

５０雑費

８,３３８事業利益

８,３３８経常利益

８,３３８税引前当期利益

３,５１２法人税・住民税及び事業税

４,８２６当期純利益
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１．機構図（令和４年２月２８日現在）

株 主 総 会

取 締 役 会

取締役会長

代表取締役社長

取　締　役

監　

査　

役

２．事業活動報告
　　○農地を賃借し農産物の生産販売に努めました。

３．販売実績
（単位：千円）

令和３年３月～令和４年２月令和２年３月～令和３年２月区　　　　　分

２６,１７６３５,５８７農産物の販売・農作業受託

○　株式会社未来ちゃんファーム
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４．子会社の財産及び損益の状況
　①貸借対照表（令和４年２月２８日現在） （単位：千円）

金　　額科　　目金　　額科　　目
（負債の部）（資産の部）

１０,８５７１．流動負債３,５１１１．流動資産
１８１買掛金―預金
１,２８０未払金２,９１１未収金
３６９預り金６００繰越購買品
８,８１５短期借入金
２０９未払法人税等
２,００６２．固定負債４,４１７２．固定資産
１,６００長期借入金３,９２６（１）有形固定資産
４０６長期未払金０建物

１２,８６３負債の部合計３,８２７機械及び装置
（純資産の部）６０車輌運搬具

△４,９３３１．株主資本３８工具器具備品
３０,０００（１）資本金５０（２）出資金
△３４,９３３（２）利益剰余金４４１（３）保険積立
△３４,９３３繰越利益剰余金
△４,９３３純資産の部合計
７,９２９負債及び純資産の合計７,９２９資産の部合計
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　②損益計算書（令和３年３月１日から令和４年２月２８日まで） （単位：千円）

金　　額科　　目
△１７,００２１．事業総利益
２６,１７６事業収益

２３,６５１売上高
２,５２４事業雑収入

４３,１７８事業費用
４３,１７８売上原価

５,８４７２．販売費及び一般管理費
３,９５５人件費
５８１業務費
８００諸税負担金
５０８雑費

△２２,８４９事業利益
２１,３６０３．事業外収益

２０,２８５作付助成収入
０受取利息
０受取配当金

１,０７４雑収入
１８９４．事業外費用

△１,６７８経常利益
２７１５．特別利益
１,２４７６．特別損失
△２,６５４税引前当期利益
２０９法人税・住民税及び事業税

△２,８６４当期純利益
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【注記事項】
ア．重要な会計方針に関する注記
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法は次の方法により評価しています。
・棚卸資産・・・最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価引き下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産並びに無形固定資産は税法基準により償却しています。

（３）引当金の計上基準
該当する事項はありません。

（４）その他の重要な会計方針
①消費税等の会計処理の方法
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
②端数処理
　　千円未満の端数は切り捨てて表示しています。

イ．貸借対照表又は損益計算書の注記事項
（１）貸借対照表項目

①支配株主に対する金銭債権・債務
　　ＪＡに対する金銭債権の総額 ― 千円
　　ＪＡに対する金銭債務の総額  １０,９３８千円
②取締役又は監査役に対する金銭債権・債務
　　該当する事項はありません。

　ウ．株主資本変動計算書に関する注記
　　（１）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

備　考当期末株式数当期首株式数発行済株式

６００６００普通株式

６００６００合　　計

（単位：株）
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５．株主資本等変動計算書
（単位：千円）

純資産
合　計

株　　主　　資　　本

株主資本
合　計

利　益　剰　余　金

資本金 利　益
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利　益
準備金 繰越利益

剰余金
施設設置・
廃止積立金

税効果調整
積立金

△２,０６９△２,０６９△３２,０６９△３２,０６９－－－３０,０００当 期 首 残 高

△２,８６４△２,８６４△２,８６４△２,８６４－－－－株 主 資 本当期変動額

△４,９３３△４,９３３△３４,９３３△３４,９３３－－－３０,０００当 期 末 残 高
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６．令和４年度事業収支計画（令和４年３月１日から令和５年２月２８日まで）
（単位：千円）

金　　　　額科　　　　　　　目

△１３,５３７１．事業総利益

１９,９３３事業収益

１６,９３３売上高

３,０００事業雑収入

３３,４７０事業費用

３３,４７０売上原価

８,６２２２．販売費及び一般管理費

６,９５０人件費

５７０業務費

９０２諸税負担金

２００雑費

△２２,１５９事業利益

２３,０７０３．事業外収益

２３,０００作付助成収入

７０雑収入

２００４．事業外費用

７１０経常利益

７１０税引前当期利益

３８９法人税・住民税及び事業税

３２１当期純利益
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（参考３）特別会計
労働保険料特別会計報告書
（令和３年３月１日から令和４年２月２８日）

１３０件１,２２０,９２５円納 付 済 保 険 料（Ａ）
－件－円過 払 保 険 料（Ｂ）
－件－円不 足 保 険 料（Ｃ）
－件－円滞 納 保 険 料（Ｄ）

（Ａ-Ｂ+Ｃ+Ｄ）１,２２０,９２５円本年度概算・確定保険料
－件－円還 付 金
－件－円納 付 追 徴 金
－件－円納 付 延 滞 金
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（参考４）事業別の明細
　　ア．信用事業
　　　①貯金等

● 参 考 ●

当期末残高種　　　　類
１０１,９９９,２５９当 座 性 貯 金
８９,０６０,２４８定 期 貯 金
７８８,９２０定 期 積 金

１９１,８４８,４２８合　　　計

　　　②貸出金

当期末残高種　　　　類
１７９,７６０手 形 貸 付 金

３６,０９６,３７１証 書 貸 付 金
６９９,２３２当 座 貸 越

３６,９７５,３６４合　　　計

（単位：千円）

（単位：千円）

　　イ．共済事業
　　　①長期共済保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
１５６,７３９,４３５１９,１１５終 身 共 済

生
命
総
合
共
済

３,４９６,２００３５７定 期 生 命 共 済
７１,３２８,３２０９,３２６養 老 生 命 共 済
２０,６９３,８４６４,３４１う ち こ ど も 共 済
６,８９４,２００１４,９４８医 療 共 済
７３９,０００３,８６１が ん 共 済
６０７,４００５８２定 期 医 療 共 済
３,６６２,４０６１,４５６介 護 共 済

５６９生 活 障 害 共 済
１,４７２特 定 重 度 疾 病 共 済

２０３,０００８,２７３年 金 共 済
２９５,６２７,７５７２３,０２１建 物 更 生 共 済
５３９,２９７,７２０８２,９８０合　　　計

（単位：件、千円）

（注）１．金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金
額（付加された定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払い契約の死亡給付金額）です。

２．年金共済は、年金共済に付加された定期特約金額です。
３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始（平成５年度）以前に契約された養老生命、終身、

年金の各共済契約についても合算して計上しています。
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　　　②医療系共済の入院共済金額保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
８２,９９９１４,９４８医 療 共 済
２４,８６９３,８６１が ん 共 済
２,９１３５８２定 期 医 療 共 済

１１０,７８１１９,３９１合　　　計

（注）金額は、入院共済金額です。

（単位：件、千円）

　　　③介護共済の介護共済金額、生活障害共済の生活障害共済金額、生活障害年金年額保有高およ
び特定重度疾病共済の特定重度疾病共済金額

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
４,９３２,８１２１,４５６介 護 共 済
２,６１０,６００３４４生活障害共済（一時金型）
２５２,３８０２２５生活障害共済（定期年金型）
１,９３８,５００１,４７２特定重度疾病共済

（単位：件、千円）

● 参 考 ●

（注）金額は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額または生活障害年金年額、特
定重度疾病共済は特定重度疾病共済金額です。

　　　④年金共済の年金保有高

当期末保有高
種　　　類

金　額件数
３,８１５,７５２６,１３１年 金 開 始 前
１,１９１,１７４２,１４２年 金 開 始 後
５,００６,９２６８,２７３合　　　計

（注）金額は、年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）です。

（単位：件、千円）

　　　⑤短期共済新契約高

掛　金金　額件数種　　　類
３９,００７３２,０８３,４７０２,７２５火 災 共 済

１,３８５,０８１３１,７０３自 動 車 共 済
５,６３４３４,２７８,９００９,９７２傷 害 共 済
３３８,０００２定額定期生命共済
９０９３５９賠 償 責 任 共 済

２２０,８０４１１,５７９自 賠 責 共 済
１,６５１,４７１５６,３４０合　　　計

（注）金額は、保障金額です。

（単位：件、千円）
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　　ウ．購買事業

当期購買品供給高種　　類
１,１３１,８１５肥 料

生　
　

産　
　

資　
　

材

９４６,５４０農 薬
１５７,４８３飼 料
８１,９４３施 設
２９,１２９米 麦 資 材
５５１,１１１出 荷 包 装 資 材
７２８,４４３園 芸 資 材
１２８,８９４畜 産 資 材 ・ 素 畜
２７７,７５７種 苗
１３６施 設 資 材

４,０３３,２５３計
３１,２４９衣 料 品

生　
　

活　
　

物　
　

資

４４,３４４日 用 雑 貨
１０３,１６０耐 久 財
１０２,９２８そ の 他 生 活
４６８,２１６葬 祭
８,２４８青 果
９１,４３７一 般 食 品食　

品
３３１,６８０食 材
８８５米

１８,０４２直 売 所
１,２００,１９２計
５,２３３,４４６合　　計

（単位：千円）

● 参 考 ●



７９

第
１
号
議
案

● 参 考 ●

　　カ．指導事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
１,８１８指 導 補 助 金

収　益 １５,４３８実 費 収 入
１７,２５７計（Ａ）
４８,９５０営 農 改 善 費

費　用
４,０２８生 活 文 化 費
３,２０９農 政 情 報 費
３５,８８０組 織 活 動 費
９２,０６９計（Ｂ）
△７４,８１２収支差額 （Ａ）−（Ｂ）

　　オ．保管事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
５８,６１９保 管 料

収　益 １１,０３３荷 役 料
４,４３７そ の 他 収 益
７４,０９０計（Ａ）
３６,９１１その他費用（Ｂ）費　用
３７,１７８事業総利益 （Ａ）−（Ｂ）

　　エ．販売事業
　　　①受託販売品取扱実績 （単位：千円）

（注）米、麦、豆・雑穀の取扱高は、税込金額としています。

当期販売品取扱高種　　類
４,６８４,７８３米
２４１,２５６麦
８２,７６９豆 ・ 雑 穀

１０,２６０,７０１野 菜
５４３,７２８果 実
４１５,６３９花 き ・ 花 木
２６５,０７１畜 産 物
３２,７８０林 産 物
１５２,５９５そ の 他

１６,６７９,３２５合　　計

　　　②買取販売品取扱実績 （単位：千円）
当期買取販売品取扱高（販売高）種　類

８,０１１,０５１野　　　菜　　　等
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　　キ．その他事業
　　　①利用事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
３５５,９８４共同乾燥施設収益

収　益

２３６,５１６選 果 場 収 益
１９０機 械 利 用 収 益

２２,１６４育 苗 施 設 収 益
１２１,５１２そ の 他 利 用 収 益
７３６,３６９計（Ａ）
２７９,３１８共同乾燥施設費用

費　用

２２７,６０４選 果 場 費 用
１２５機 械 利 用 費 用

１８,６５１育 苗 施 設 費 用
１１２,２０２そ の 他 利 用 費 用
６３７,９０３計（Ｂ）
９８,４６６事業総利益 （Ａ）－（Ｂ）

　　　②加工事業 （単位：千円）
金　　額項　　目

９,９３６加 工 収 益 （ Ａ ）収　益
９,７８１加 工 費 用 （ Ｂ ）費　用
１５４事業総利益 （Ａ）－（Ｂ）

　　　③開発事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
４,９５８宅地等供給手数料

収　益 １２,６７１宅地等供給雑収入
１７,６２９計（Ａ）
７,１１８宅地等供給雑費（Ｂ）費　用
１０,５１０事業総利益 （Ａ）－（Ｂ）

　　　④福祉事業 （単位：千円）

金　　額項　　目
４０,４２２訪 問 介 護 収 益

収　益
３８３,９９６通 所 介 護 収 益
４７,００２用 具 貸 与 収 益
１３４,９８１居 宅 支 援 収 益
６０６,４０２計（Ａ）
３５,０８０訪 問 介 護 費 用

費　用
２１８,３０８通 所 介 護 費 用
３０,７４５用 具 貸 与 費 用
３３,２７２居 宅 支 援 費 用
３１７,４０６計（Ｂ）
２８８,９９６事業総利益  （Ａ）－（Ｂ）

● 参 考 ●
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案

● 参 考 ●

（参考５）勘定科目の内容説明
１．貸借対照表

説　　明科　　目
（　資　産　の　部　）

１.信用事業資産
本支店の金庫にある手持現金（１）現金

（２）預金
農林中金に預けている金系統預金
農林中金以外に預けている金系統外預金

（３）有価証券
国債への運用額国債
政府機関が発行する政府保証付の債券への運用額政府保証債
社債への運用額社債
組合員等へ貸出した金（４）貸出金

（５）その他の信用事業資産
預金・貸出金利息の未収分など未収収益
信用事業の仮払金などその他の資産
保証債務を履行した場合に取得する求償権（６）債務保証見返
信用事業に係る貸倒引当金（７）貸倒引当金
共済奨励金の未収分など２.共済事業資産

３.経済事業資産
購買品供給の未収金など（１）経済事業未収金
販売品の仮渡金や立替金など（２）経済受託債権

（３）棚卸資産
購買品の在庫額購買品
加工・利用事業等の貯蔵品などその他の棚卸資産
預託家畜や経済事業の預け金・未収収益など（４）その他の経済事業資産
経済事業に係る貸倒引当金（５）貸倒引当金
長期前払費用、差入保証金、仮払金、未収金、立替金、未収収益及び簡易郵便局
会計への資金運用額など４.雑資産

５.固定資産
（１）有形固定資産

建物、建物附属設備建物
機械もしくは装置機械装置
組合の土地土地
固定資産取得までの建設代金などの仮払金建設仮勘定
上記以外の有形固定資産その他の有形固定資産
建物等の減価分の累計額減価償却累計額
ソフトウェアなど（２）無形固定資産

６.外部出資
（１）外部出資

系統連合会への出資金系統出資
系統外の関連団体への出資金系統外出資
子会社等への出資金子会社等出資
外部出資に係る損失見込み相当額（２）外部出資等損失引当金
前払いとなっている法人税等７.繰延税金資産
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● 参 考 ●

説　　明科　　目
（　負　債　の　部　）

１.信用事業負債
組合員等から預かっている金（１）貯金
被災地金融機関向けに農林中金から借りている金等（２）借入金

（３）その他の信用事業負債
貯金の未払利息など未払費用
信用事業の仮受金などその他の負債
組合が保証した債務の額（４）債務保証

２.共済事業負債
共済掛金等の一時的預り金（１）共済資金
共済付加収入の未経過分（２）未経過共済付加収入
共済事業の未払費用（３）共済未払費用
保険代理店業務の保険料受入額など（４）その他の共済事業負債

３.経済事業負債
取引先等に支払していない代金（１）経済事業未払金
販売仮受金など（２）経済受託債務
経済事業の預り金・未払費用など（３）その他の経済事業負債
組合の設備取得のために借入れている金４.設備借入金

５.雑負債
法人税、住民税等の未払額（１）未払法人税等
上記以外のその他の負債額（２）その他の負債

６.諸引当金
職員の賞与支給のための引当金（１）賞与引当金
職員の退職金支給のための引当金（２）退職給付引当金
ポイント支払のための引当金（３）ポイント引当金

（　純　資　産　の　部　）
１.組合員資本

組合員が組合に出資した金（１）出資金
合併前組合から引継いだ準備金･積立金（２）資本準備金

（３）利益剰余金
経営安定のため法令で定められた積立金利益準備金

その他利益剰余金
経営安定のため定款で定めた積立金特別積立金
財務基盤を確立するための積立金信用事業基盤整備強化積立金
肥料価格の年間安定を図るための積立金肥料価格安定事業準備金
教育活動を安定的に実施するための積立金教育基金積立金
農業生産コストの低減と安定的運営のための積立金営農施設設備運営積立金
高齢者福祉関連施設の設置等のための積立金高齢者福祉事業運営積立金
税効果会計による繰延税金資産の減少に備えるための積立金税効果調整積立金
事業実施体制の再構築を図るための積立金事業体制再編整備運営積立金
大規模災害、債権の引当・償却、固定資産の減損処理、一時的な拠出に伴う剰余
金の減少に対応し、必要な財務基盤を確立するための積立金経営安定化積立金

当期剰余金＋当期首繰越剰余金当期未処分剰余金
組合員の任意脱退により組合が譲り受けた持分（４）処分未済持分

２.評価・換算差額等
金融商品に係る時価会計に基づく差額（１）その他有価証券評価差額金
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２．損益計算書

説　　明科　　目
　１.事業総利益　
内部取引（事業間取引）を相殺消去した後の金額事業収益
内部取引（事業間取引）を相殺消去した後の金額事業費用
　（１）信用事業収益
　資金運用収益
農林中金等に預けてある金の受入利息、預金奨励金うち預金利息
有価証券の受入利息などうち有価証券利息配当金
貸付金に対する受入利息うち貸出金利息
上記以外の受入利息などうちその他受入利息
受入為替手数料など役務取引等収益
国債等の売却益などその他事業直接収益
信用事業の雑収入などその他経常収益
　（２）信用事業費用
　資金調達費用
貯金に対する支払利息うち貯金利息
定期積金の支払利息相当額うち給付補填備金繰入
貸付留保金などの支払利息うちその他支払利息
支払為替手数料など役務取引等費用
国債等の売却損などその他事業直接費用
　その他経常費用
信用事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金繰入額
信用事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金戻入益
信用事業に係る直接償却額（純額）うち貸出金償却
貯金の推進や奨励金等に使った費用などうちその他費用
信用事業に係る収益と費用の差額信用事業総利益
　（３）共済事業収益
共済に係る組合の付加掛金共済付加収入
上記以外の共済事業に係る収益その他の収益
　（４）共済事業費用
新契約獲得のために要した費用共済推進費
上記以外の共済事業に係る費用その他の費用
共済事業に係る収益と費用の差額共済事業総利益
　（５）購買事業収益
購買品の供給金額購買品供給高
上記以外の購買事業に係る収益その他の収益
　（６）購買事業費用
購買品の受入金額購買品供給原価
　その他の費用
購買事業における貸倒引当金の繰入額と戻入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金繰入額
購買事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金戻入益
上記以外の購買事業に係る費用うちその他費用
購買事業に係る収益と費用の差額購買事業総利益
　（７）販売事業収益
買取販売に係る農畜産物の販売金額販売品販売高
販売事業の受入手数料販売手数料
上記以外の販売事業に係る収益その他の収益
　（８）販売事業費用
生産者に支払った買取販売の金額販売品販売原価
荷造材料費、販売労務費など販売費
　その他の費用
販売事業における貸倒引当金の戻入額と繰入額との相殺した後の金額うち貸倒引当金戻入益
上記以外の販売事業に係る費用うちその他費用
販売事業に係る収益と費用の差額販売事業総利益
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説　　明科　　目
米麦の保管料など（９） 保管事業収益
倉庫の材料費や労務費など（１０）保管事業費用
保管事業に係る収益と費用の差額保管事業総利益
加工事業の受入料金など（１１）加工事業収益
加工事業の諸経費（１２）加工事業費用
加工事業に係る収益と費用の差額加工事業総利益
利用事業の受入料金など（１３）利用事業収益
共同乾燥施設の受入料金など共同乾燥施設収益
上記以外の利用事業にかかる受入料金などその他利用収益
利用事業の諸経費（１４）利用事業費用
共同乾燥施設の諸経費共同乾燥施設費用
上記以外の利用事業にかかる諸経費その他利用費用
利用事業に係る収益と費用の差額利用事業総利益
宅地等供給事業のあっせん手数料など（１５）宅地等供給事業収益
宅地等供給事業に要した費用（１６）宅地等供給事業費用
宅地等供給事業に係る収益と費用の差額宅地等供給事業総利益
福祉事業の介護報酬など（１９）福祉事業収益
福祉事業に要した費用（２０）福祉事業費用
福祉事業に係る収益と費用の差額福祉事業総利益
市町の補助金など（２１）指導事業収入
営農指導、生活活動、農政活動等に要した費用（２２）指導事業支出
指導事業に係る収入と支出の差額指導事業収支差額
　２．事業管理費
役員報酬や職員の給料手当など（１）人件費
会議費、通信費、消耗品費、旅費など（２）業務費
租税公課、支払賦課金、分担金など（３）諸税負担金
減価償却費、修繕費、保険料、水道・光熱費など（４）施設費
上記以外の諸費用（５）その他事業管理費
事業総利益－事業管理費事業利益
　３．事業外収益
信用・共済事業以外の利息の受入額（１）受取雑利息
外部出資に対する配当金の受入額（２）受取出資配当金
土地・建物などの賃貸料（３）賃貸料
前期以前に貸倒処理等をした債権について回収した額（４）償却債権取立益
上記以外の諸収益（５）雑収入
　４．事業外費用
寄付金として支払った額（１）寄付金
上記以外の諸費用（２）雑損失
事業利益＋事業外収益－事業外費用経常利益
　５．特別利益
固定資産の処分利益（１）固定資産処分益
原木しいたけ賠償金及びＬａｂｌｅｔ’ｓリース補助金など上記以外の特別利益（２）その他の特別利益

６．特別損失
固定資産の処分損失（１）固定資産処分損
固定資産の減損処理額（２）減損損失
上記以外の特別損失（３）その他の特別損失
経常利益＋特別利益－特別損失税引前当期利益
未払法人税等の当期計上額（１）法人税・住民税及び事業税
本年度の前払い法人税等の調整額（２）法人税等調整額

７.法人税等合計
当期の協同活動から生じた剰余金当期剰余金
当期首に繰越された剰余金当期首繰越剰余金
当期剰余金＋当期首繰越剰余金＋積立金取崩額当期未処分剰余金

● 参 考 ●
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定款の一部変更について
農協法及び農協法施行規則の改正に伴い、定款の一部を変更する。
主な変更点は以下のとおり。

（１）農協法施行規則の改正に伴う変更
　令和４年３月３１日に施行された改正農協法施行規則により、リスク管理債
権の用語・定義変更が行われたことから、該当箇所の変更を行う。

（２）農協法等の改正に伴う変更
　令和３年３月１日に施行された改正農協法及び同施行規則により、組合と
役員等との間の補償契約及び役員賠償責任保険契約の内容の決定をする際に
は、理事会の決議によらなければならないこととされた。
　また、補償契約に基づく補償をした理事及び当該補償を受けた理事は、当
該補償についての重要な事実を理事会に報告しなければならないこととされ
た。
　以上を踏まえ、該当箇所の変更を行う。

附帯決議
　第２号議案の認可申請に際し、行政庁から字句の修正等の指示があるときは、
これに対する措置を組合長に一任する。



第 号議案33
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新旧対照表

現　行変　更　後
第８章　理　事　会
（略）
（理事会の決議事項）
第５５条　次に掲げる事項は、理事会においてこれ
を決する。
１～１３　（略）
１４　不良債権（農業協同組合法施行規則第２０４条
第１項第１号ホ（２）に定める破産更生債権
及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以
上延滞債権及び貸出条件緩和債権並びにこれ
らに類する貸出金以外の債権をいう。）の処理
の方針に関する事項

１５～２５　（略）
２６　法第３５条の７第１項に規定する補償契約の
内容の決定に関する事項

２７　法第３５条の８第１項に規定する役員賠償責
任保険契約の内容の決定に関する事項

２８　前各号に定めるもののほか理事会において
必要と認めた事項

②～④　（略）
⑤　第１項第２６号の補償契約に基づく補償をした
理事及び当該補償を受けた理事は、当該補償に
つき重要な事実を理事会に報告しなければなら
ない。

（以下略）

第８章　理　事　会
（略）
（理事会の決議事項）
第５５条　次に掲げる事項は、理事会においてこれ
を決する。
１～１３　（略）
１４　不良債権（農業協同組合法施行規則第２０４条
第１項第１号ホ（２）に定める破綻先債権、
延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件
緩和債権並びにこれらに類する貸出金以外の
債権をいう。）の処理の方針に関する事項　

　
１５～２５　（略）
（新設）

（新設）

２６　前各号に定めるもののほか理事会において
必要と認めた事項

②～④　（略）
（新設）

（以下略）

附　則
　この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生ずる。
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持続可能な農業・地域共生の未来をめざして３か年計画の
設定について

　第３２回ＪＡ栃木県大会で決議された「持続可能な農業・地域共生の未来づくり」
に基づき、令和４年度から令和６年度までを期間とする３か年計画を別冊のとお
り設定する。
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444

８９

令和４年度事業計画の設定について

第
４
号
議
案



９０

　農業・農協を取り巻く情勢は、農村部の人口減少・高齢化が進み、基幹的農業従事者が減少を続け
る中で農業生産構造が急速に変化している。
　一方、社会情勢は、コロナ禍を契機とした価値観の変化やデジタル化、ＳＤＧｓをはじめとした持続
可能な社会の実現が求められる等、時代の転換期となっている。
　コロナ禍における影響では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会や生活に甚大な影
響をもたらし、経済活動に深刻な影響を及ぼしており、農産物需要の低下、特に業務用米を中心に需要
が低下したことで、米の持ち越し在庫が増加している。米の在庫はさらに拡大すると見られることか
ら、引き続きＪＡグループが中心となって需要に応じた米生産への対応を進め、主食用米の価格確保
による所得向上に取り組む必要がある。
　当ＪＡにおいても、組合員の高齢化による農業者の減少や世代交代などの影響から正組合員数は減
少し、それに伴い事業量の縮小による収益減少、組織・経営基盤の弱体化が懸念される等、非常に厳
しい環境となっている。
　また、世界的な穀物価格の値上げを受け肥料原料が高騰していることや、新型コロナウイルス感染
拡大からの経済活動再開等の要因により原油価格が高騰していることに加え、ロシア・ウクライナ情勢
の影響により、肥料原料や原油価格のさらなる高騰が懸念されるなど、世界的な情勢にも注視してい
く必要がある。
　そのような状況の中、「創造的自己改革の実践３か年計画」では、「農業者の所得増大、農業生産の
拡大」「豊かで暮らしやすい地域社会の実現」「健全な経営・財務基盤の強化」の３つの基本方針に基
づき事業を展開してきた。次期３か年計画では、その取り組みの結果を踏まえ、新たに「持続可能な
農業・地域共生の未来をめざして」として自己改革を実践していく。
　そして、地域に必要とされるＪＡとなるため、また、将来に向けて持続可能な経営基盤の強化を図る
ため、ＪＡはが野が目指す姿を明確に示し、社会・農業情勢の変化や、多様化する組合員ニーズに対
話を通じて応え、魅力ある総合事業が展開出来るよう、下記の基本方針により、ＪＡはが野全体で計画
を策定し実践していくこととする。

記

Ⅰ．持続可能な農業の実現に向け「農業者の所得増大」に取り組み、
　　「農業生産の拡大」に寄与する。

Ⅱ．豊かで暮らしやすい地域社会の実現に貢献する。

Ⅲ．協同組合としての役割を発揮するため、厳しい経営環境に対応し、
　　健全な経営・財務基盤の強化に努める。

Ⅰ基本方針
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Ⅱ事業方針及び事業実施計画

営 農 事 業

１．事業方針・重点事項
○安全・安心な農産物の生産・供給対策
○新規就農者確保・育成の取り組み
○集落営農、大型農家の育成支援による地域農業の担い手確保対策
○収益性の高い農産物の推進
○組合員ニーズに対応した営農指導の実践
○直接販売の拡大による所得向上対策
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）指導事業
①担い手に対応した総合事業の取り組み強化
②土地利用型作物の生産量の拡大
③生産履歴記帳運動の徹底・ＧＡＰの取り組み強化
④労働力支援・確保対策
⑤生産技術支援による生産性の向上
⑥園芸振興の強化
⑦新規就農者対策の強化
⑧集落営農の組織化・法人化の取り組み
⑨多様な担い手の育成による地域農業の振興
⑩農政活動の強化

＜収支計画＞ （単位:千円）
金　　額

項　　目
令和３年度実績令和４年度計画

１,８１８３,３６３指 導 補 助 金
収　入 １５,４３８１６,６５１実 費 収 入

１７,２５７２０,０１４計（Ａ）
４８,９５０６９,２９４営 農 改 善 費

支　出
４,０２８６,４００生 活 文 化 費
３,２０９３,５７０農 政 情 報 費
３５,８８０４６,７２５組 織 活 動 費
９２,０６９１２５,９８９計（Ｂ）
△７４,８１２△１０５,９７５収支差額（Ａ）－（Ｂ）
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（２）販売事業
①ＪＡによる直接販売の強化
②はが野ブランドの強化
③ＪＡ農産物直売所の運営強化と店舗の再編
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＜販売計画＞

前年対比令和３年度実績
取扱高

令和４年度計画
取扱高種 類

６５.５７４,６８４,７８３３,０７１,８５９米 －（－）（－）
５４.９９２４１,２５６１３２,６８５麦 －（－）（－）
９７.１７８２,７６９８０,４３１豆 ・ 雑 穀 －（－）（－）
１０２.１４１８,１０１,５８９１８,４８８,９６６野　 　 菜 ９０.４３（７,８４０,８８８）（７,０９０,６５１）
１２７.０８７１３,８９１９０７,２５３果　 　 実 １１２.８９（１７０,１６３）（１９２,０９９）
１１８.８５４１５,６３９４９４,０００花き・花木 －（－）（－）
８２.５５２６５,０７１２１８,８２０畜　産　物 －（－）（－）
７１.６８３２,７８０２３,４９７林　産　物 －（－）（－）
９０.９６１５２,５９５１３８,８０８そ　の　他 －（－）（－）
９５.４０２４,６９０,３７７２３,５５６,３１９合　 　 計 ９０.９０（８,０１１,０５１）（７,２８２,７５０）

（単位：千円、％）

（３）利用事業
①農業関連施設の集約・広域再編
②持続可能な農業の実現のためのいちご苗施設整備事業

前年対比令和３年度実績
取扱量

令和４年度計画
取扱量種　　　　類

９５.９５３３２,８７０.５３１９,３９１.０出 荷 契 約 米
米 ９７.０４３４,１６８.５３３,１５８.０加 工 用 米

８９.６５１８６,２７１.７１６７,００８.０新 規 需 要 米
１２０.３２８,０００.０９,６２６.０ビ ー ル 大 麦

麦 ９６.６９３７,７５４.５３６,５０５.０大 麦
１０７.３１３１,３９９.０３３,６９５.０小 麦

（単位：俵、％）

（注）１．（　）内数値は買取販売にかかるもので内数です。
　　２．米、麦、豆・雑穀の取扱高（買取販売を除く）は、税込金額としています。

＜米麦集荷取扱計画＞

（４）その他
①コンプライアンスに対する意識向上
②内部統制の適正な運用
③全農広域集出荷施設参加に向けての準備
④労働生産性の向上
⑤費用の削減
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１．事業方針・重点事項
○購買事業の利用率向上
○出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
○生産コスト低減による農業者の所得向上
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）購買事業の利用率向上
①未利用・低利用率の組合員宅への訪問し、ＪＡの有利性の発信による利用率向上と予約数量の
早期確保

（２）出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
①担い手サポートデイや生産部会員への個別訪問による情報提供、相談体制の充実
②全農及びグリーンとちぎと連携した省力化生産資材の提案による農業生産の拡大
③全農主催の研修会への参加による相談機能の充実

（３）生産コスト低減による農業者の所得向上
①大型規格農薬の普及拡大・市況調査の実施による市況に応じた価格設定

（４）内部統制の確実な実践
①情報の共有化による事務効率化・課題の改善

（５）購買未収金管理
①経済債権特別管理委員会の開催

（６）購買店舗統廃合の検討
①全農広域集出荷施設稼働に伴うアグリセンターの集約再編検討

（７）生産資材担当者の人材育成
①職員の相談対応能力向上・組合員から信頼され親しまれる店舗・職場づくり

購 買 事 業

第
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前年対比令和３年度実績
供給高

令和４年度計画
供給高種　　類

１０１.１４１,１３１,８１５１,１４４,７９０肥 料

生　

産　

資　

材

１０３.７９９４６,５４０９８２,５００農 薬
８１.７８１５７,４８３１２８,８００飼 料
６９.６８８１,９４３５７,１００施 設
９７.４９２９,１２９２８,４００米 麦 資 材
１００.８５５５１,１１１５５５,８００出荷包装資材
９４.７７７２８,４４３６９０,４００園 芸 資 材
１０１.９６１２８,８９４１３１,４３０畜産資材・素畜
１０６.１７２７７,７５７２９４,９００種 苗
０.００１３６－施 設 資 材
９９.５２４,０３３,２５３４,０１４,１２０計
１０４.８３３１,２４９３２,７６０衣 料 品

生　

活　

物　

資

１１７.０３４４,３４４５１,９００日 用 雑 貨
７０.４９１０３,１６０７２,７２０耐 久 財
１０９.７８１０２,９２８１１３,０００そ の 他
９８.８６４６８,２１６４６２,９２０葬 祭
６５.４６８,２４８５,４００青 果
９６.４４４２４,００２４０８,９２０食 品
１２０.３２１８,０４２２１,７１０直 売 所
９７.４２１,２００,１９２１,１６９,３３０計
９９.０４５,２３３,４４６５,１８３,４５０合　 　 計

（単位：千円、％）

資 産 管 理 事 業

１．事業方針・重点事項
○出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
○賃貸住宅物件の入居率向上
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）出向く体制・店舗相談機能の強化による組合員・利用者満足度向上
①無料資産管理相談会の開催
②資産の有効活用と保全のための提案
③総合事業のＰＲ

（２）賃貸住宅物件の入居率向上
①地元不動産業者との連携
②インターネットを活用した空室情報の提供
③近隣相場や築年数、間取りに見合った募集条件変更の提案
④ハウスクリーニング・修繕工事の実施
⑤開発事業のＰＲを実施し情報を収集

（３）内部統制の確実な実践
①内部統制の適正な運用

（注）購買品供給高については、収益認識会計基準における代理人取引を含んでいます。
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信 用 事 業

１．事業方針・重点事項
○融資の伸長
○ライフプランサポートの実践
○徹底した効率化戦略の実践
○相談・提案力強化に向けた人づくり
○高度な内部管理体制の構築

２．実行項目
（１）融資の伸長
①事業間連携及び出向く体制の更なる強化による農業融資の伸長
②住宅関連業者への営業活動の継続、商品優位性を活かした多様な提案による住宅ローンの伸長

（２）ライフプランサポ―トの実践
①年金受給手続きのサポートを通じ、セカンドライフを開始する組合員・利用者との関係深化・
顧客基盤の拡充
②組合員・利用者１人ひとりに寄り添うライフプランサポートとして最適な金融商品・サービス
の提案
③次世代への円滑な資産承継の支援

（３）徹底した効率化戦略の実践
①窓口業務の省力化による労働生産性の向上と提案・相談業務の充実
②ネットバンク・ネットローン等非対面チャネルの利用促進による顧客利便性の向上と事務効率
化

（４）相談・提案力強化に向けた人づくり
①組合員・利用者の多様なニーズに応えるための幅広い商品知識の習得と担当者間の連携強化

（５）高度な内部管理体制の構築
①事務堅確性確保による健全な事業運営

（４）やりがいの持てる職場づくり
①お客様ニーズに沿った相談・提案をするためのスキル向上

（５）費用削減の取り組み
①費用対効果を考慮した管理

第
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（単位：千円、％）

前年対比
金額

項目
令和３年度実績令和４年度計画

４７.２７４,９５８２,３４４宅地等供給手数料
収　入 ９９.７６１２,６７１１２,６４２宅地等供給雑収入

８５.００１７,６２９１４,９８６計（Ａ）
１０９.５４７,１１８７,７９８宅地等供給雑費（Ｂ）支　出
６８.３８１０,５１０７,１８８事業総利益（Ａ）－（Ｂ）
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（単位：千円、％）

（注）１．くみあい総合貯金は、普通貯金に含まれています。
　　２．買入金銭債権は、金銭の信託・有価証券に含まれています。

前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

令和３年度末残
（Ｂ）

令和４年度計画
種類

平均残高期末残高（Ａ）
１０４.８６１０１,９９９,２５９１０３,０９４,０００１０６,９５７,０００当 座 性 貯 金

貯　

金
９６.９５８９,０６０,２４８８８,５１９,０００８６,３４８,０００定 期 貯 金
６０.０８７８８,９２０５９３,０００４７４,０００定 期 積 金
１０１.００１９１,８４８,４２８１９２,２０６,０００１９３,７７９,０００計
６５.８９２５,７５４２０,１９０１６,９７０証 書 借 入 金借入金
９９.３５１３２,８２９,７１９１３１,０４５,２５１１３１,９６９,９４１系 統 預 金

預
金 １４４.２９５２６,６９４７６１,５３８７６０,０００系 統 外 預 金

９９.５３１３３,３５６,４１３１３１,８０６,７８９１３２,７２９,９４１計
１０６.３２２０,６９２,０２９２１,０６１,５３８２２,０００,０００金 銭 の 信 託 ・ 有 価 証 券
９０.１２１７９,７６０１５７,０００１６２,０００手 形 貸 付 金

貸
出
金

１０３.２６３６,０９６,３７１３６,６４１,０００３７,２７５,０００証 書 貸 付 金
１０１.５３６９９,２３２７５０,０００７１０,０００当 座 貸 越
１０３.１６３６,９７５,３６４３７,５４８,０００３８,１４７,０００計
１０３.１６（４８４,５１７）（４９２,０２１）（４９９,８７０）（うち農業近代化資金）

１．事業方針・重点事項
○全契約者・組合員との接点強化に向けたフォロー活動の実践
○生命保障を中心とした「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障提供
○全契約者・組合員への活動に向けたＬＡ育成体系の整備
○スマイルサポーターチャネルの確立に向けた育成・活動体制の整備
○コンプライアンス態勢の徹底

２．実行項目
（１）全契約者・組合員との接点強化に向けたフォロー活動の実践
①全契約者フォロー体制（３Ｑ活動）の構築
②ＬＡ（ライフアドバイザー）・ＳＳ（スマイルサポーター）・管理者が一体となった３Ｑ活動
の実践

（２）「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障提供
①「あんしんチェック」と「複数提案」の実践
②若い世代・ＮＰ（ニューパートナー）等へのひと保障アプローチの強化
③未加入契約情報収集の強化
④農業者・農業法人の不安解消に向けた保障サービスの提供強化

（３）ＬＡ・ＳＳの育成活動体制の整備
①ＬＡ・ＳＳの人材育成強化
②ＬＡ・ＳＳの協働体制の確立

（４）事業基盤の維持・拡大
①事業量目標達成

共 済 事 業
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②奨励基準に基づく活動管理の徹底
（５）コンプライアンス態勢の強化
①不祥事件の未然防止
②高齢者対応の強化
③早期失効・解約・減額の解消
④共済代理店のコンプライアンス態勢強化

（６）その他
①費用削減
②労働生産性向上

　　ア．長期共済保有高 （単位：件、千円、％）

前年対比
（Ａ）/（Ｂ）×１００

令和３年度実績（保有高）令和４年度計画（保有高）
種類

金額（Ｂ）件数金額（Ａ）件数
９５.３８%１５６,７３９,４３５１９,１１５１４９,５０６,７４０１８,１７９終 身 共 済

生
命
総
合
共
済

１２３.８８%３,４９６,２００３５７４,３３１,１４０４４３定 期 生 命 共 済
８５.９９%７１,３２８,３２０９,３２６６１,３４１,３００８,５５７養 老 生 命 共 済
９０.８４%２０,６９３,８４６４,３４１１８,７９８,９５０４,２９７う ち こ ど も 共 済
８２.２６%６,８９４,２００１４,９４８５,６７１,２７０１４,５１７医 療 共 済
９４.３６%７３９,０００３,８６１６９７,３９０４,１１５が ん 共 済
８９.８８%６０７,４００５８２５４５,９９０５２３定 期 医 療 共 済
１１８.０８%３,６６２,４０６１,４５６４,３２４,８２０１,７１６介 護 共 済

５６９８８２生 活 障 害 共 済
１,４７２２,７５６特 重 疾 病 共 済

９８.６３２０３,０００８,２７３２００,２３０８,６７８年 金 共 済
９８.２１%２９５,６２７,７５７２３,０２１２９０,３４８,０８０２２,６７５建 物 更 生 共 済
９５.８５%５３９,２９７,７２０８２,９８０５１６,９６６,９９０８３,０４１合　 　 計

（注）１．金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加された
定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払い契約の死亡給付金額）です。

２．年金共済は年金共済に付加された定期特約金額です。
３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始（平成５年度）以前に契約された養老生命、終身、年金の各共

済契約についても合算して計上しています。

前年対比
（A）/（B）×１００

令和３年度実績令和４年度計画
種 類

掛金（B）金額件数掛金（A）金額件数
８４.８１３９,００７３２,０８３,４７０２,７２５３３,０８５３２,６５４,４８０２,５２６火 災 共 済
１００.００１,３８５,０８１３１,７０３１,３８５,１６０３１,６５５自 動 車 共 済
９３.２７５,６３４３４,２７８,９００９,９７２５,２５５２５,２９２,９００６,５４９傷 害 共 済
８４.８４３３８,０００２２８８,０００２定額定期生命共済
６８.５３９０９３５９６２３２８８賠償責任共済
９９.６１２２０,８０４１１,５７９２１９,９５５１１,５５７自 賠 責 共 済
９９.５５１,６５１,４７１５６,３４０１,６４４,１０６５２,５７７合　 　 計

　　イ．短期共済新契約高 （単位：件、千円、％）

（注）金額は保障金額です。
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１．事業方針・重点事項
○利用者及び家族に期待される介護サービスの提供
○地域に必要とされる多様なサービスの充実と展開
○専門性の向上と職員間の連携強化
○地域包括ケアシステムや認知症ケア体制の充実
○内部統制の確実な実践

２．実行項目
（１）利用者及び家族に期待される介護サービスの提供
①訪問介護事業
　・在宅生活と介護者への支援
②通所介護事業
　・利用者及び家族等のニーズを的確に捉えた援助
③居宅介護支援事業
　・居宅サービスの充実
④福祉用具貸与・販売事業
　・在宅生活を支える支援

（２）地域に必要とされる多様なサービスの充実と展開
①地域と連携した介護予防
②デイサービス施設の再編

（３）専門性の向上と職員間の連携強化
①介護職員の責任感や仕事に対するプロ意識の向上
②福祉事業としての連携強化

（４）地域包括ケアシステムや認知症ケア体制の充実
①介護認定中重度者の積極的な受け入れ

（５）内部統制の確実な実践
①介護報酬請求事務の適切な実施

（６）その他の取り組み
①福祉職員の人材確保
②感染症対策の対応
③費用の削減

福 祉 事 業
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１．事業方針・重点事項
○組合員ニーズの把握と意思反映による組織基盤の確立
○経営基盤の強化と中長期施設等再編計画の策定
○人材育成基本方針に基づく職員の育成
○広報機能の強化による情報発信の充実

２．実行項目
（１）組合員ニーズの把握と意思反映による組織基盤の確立
①組合員ニーズの把握とＪＡ事業への反映に努めた組合員メンバーシップ確立
②くらしの活動を通じた地域活性化によるＪＡ事業の理解及び利用促進
③女性組織の活性化と関係性強化に資する活動支援

（２）経営基盤の強化と中長期施設等再編計画の策定
①組合員のために継続して機能が発揮できる持続可能な経営基盤の強化
②経営環境の変化に対応した経営の健全性確保
③中長期的事業運営の効率化と労働生産性の向上

（３）人材育成基本方針に基づく職員の育成
①地域農業の未来とＪＡはが野の発展を支え組合員の期待に応えられる職員の育成
②多様な人材が能力を発揮し活躍できる職場づくりと能力開発

（４）広報機能の強化による情報発信の充実
①多様な広報手段を有効活用した組合員や地域住民等への情報発信とＪＡ事業の理解促進
②ウェブ媒体を活用した「はが野ブランド」農産物のＰＲと知名度アップ

（５）その他の取り組み
①費用削減

総 合 企 画
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（単位：千円、％）

前年対比
金額

項目
令和３年度実績令和４年度計画

８５.６９４０,４２２３４,６４０訪 問 介 護 収 益

収　入
１０７.８５３８３,９９６４１４,１５０通 所 介 護 収 益
９７.２７４７,００２４５,７２０用 具 貸 与 収 益
９６.０１１３４,９８１１２９,６００居 宅 支 援 収 益
１０２.９２６０６,４０２６２４,１１０計（Ａ）
９２.３４３５,０８０３２,３９３訪 問 介 護 費 用

支　出
１１２.１１２１８,３０８２４４,７６１通 所 介 護 費 用
８８.４９３０,７４５２７,２０９用 具 貸 与 費 用
１０３.２３３３,２７２３４,３４８居 宅 支 援 費 用
１０６.７１３１７,４０６３３８,７１１計（Ｂ）
９８.７５２８８,９９６２８５,３９９事業総利益（Ａ）－（Ｂ）
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コンプライアンス対策

１．事業方針・重点事項
○コンプライアンスの確立と不祥事未然防止
○リスク管理体制と内部統制の確立
○正確な資産査定と適正な審査業務による財務の健全性確保

２．実行項目
（１）コンプライアンスの確立と不祥事未然防止
①コンプライアンス・プログラムの策定と実践
②不祥事ゼロ運動の取り組み

（２）リスク管理体制と内部統制の確立
①各種リスクへの対策や対応の見直し及び最新のリスク把握に努めたリスク管理体制強化
②内部統制システム基本方針に基づく対応による実効性の向上と内部けん制機能の強化

（３）正確な資産査定と適正な審査業務による財務の健全性確保
①内部統制の確実な実践による財務の健全性確保
②定期的な巡回審査による適正な審査と関係部署と連携したリスク管理債権の管理回収



１０１

経 営 管 理 計 画

（１）経営管理の重点取組事項

○　正組合員・准組合員・地域住民との対話を通じ、ニーズに対応したサービス提供に取り組みま
す。

○　組合員のアクティブ・メンバーシップ（組合員が積極的に組合の事業や活動に参加すること）
を確立するとともに、新規組合員の加入促進と組織基盤の強化に取り組みます。

○　女性組織の活動支援や女性運営参画方針（令和４年２月制定）に基づく女性正組合員・女性総
代・女性役員の拡大など、女性のＪＡへの積極的な参加・参画により、女性の声を聴き発展的
なＪＡ経営を目指します。

○　正組合員・准組合員の意見・要望をＪＡ事業に反映するため、事業利用や組織活動等への参加
を進めるとともに、アンケートや准組合員モニター制度等により、組合員の声を把握し評価を
踏まえながら必要な見直しを行い、正組合員・准組合員が一体となったＪＡ運営を実現します。

○　ＪＡはが野が地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続可
能な経営基盤の確立・強化を図るとともに、地域の皆様にとって魅力ある総合事業が展開出来る
よう努めます。

○　固定資産の計画的取得と遊休資産の利活用・処分を進め、財務基盤の充実に取り組みます。

○　中長期的な事業運営の効率化と労働生産性向上を図るため、施設再編計画の策定に取り組み経
営基盤の確立に努めます。

○　コンプライアンス（法令遵守）やリスク管理の徹底、内部管理態勢の強化を図り、経営の健全
性確保に取り組みます。

○　協同組合として、持続可能な組織としての人づくりと職場づくりに取り組みます。

Ⅲ経営管理方針

第
４
号
議
案
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（２）固定資産取得・処分計画
　　主な固定資産取得・処分計画は次のとおり

備　　考取得・処分
予定価格

規模・能力・
構造等施　設　名

二宮支店東側敷地が未活用であり、
職員駐車場及び会議等開催時の駐車
スペース不足に対応するため。

１４,５００３,０５６㎡二宮支店東側敷地駐車場整備
（アスファルト）工事

取　
　

得
老朽化による移転。２３７,２６１７３６㎡新市貝支店　事務所

新市貝支店建設による新規什器備品
の導入。２０,５９５

事務机・椅子
キャビネット
　　　　　等

新市貝支店　什器備品

（単位：千円）

●事業計画●
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備　考増減額
（Ａ）-（Ｂ）

３年度末実績
（Ｂ）

４年度末計画
（Ａ）種　　　　類

４９,７９７３,９６０,２０３４,０１０,０００出資金

０６９,６２３６９,６２３資本準備金

△４９,９８０１３,８０９,２０４１３,７５９,２２３利益剰余金

６０,０００５,７４４,９１８５,８０４,９１８利益準備金

△１０９,９８０８,０６４,２８５７,９５４,３０４その他利益剰余金

０２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金

１０,０００２,４２０,０００２,４３０,０００信用事業基盤整備強化積立金

０１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金

０５６０,０００５６０,０００教育基金積立金

０５００,０００５００,０００営農施設設置運営積立金

０５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金

０５９７,０２１５９７,０２１税効果調整積立金

１,０００３６９,６９６３７０,６９６事業体制再編整備運営積立金

１０,０００７５０,０００７６０,０００経営安定化積立金

△１３０,９８０３４２,２７６２１１,２９６当期未処分剰余金

５,５８１△１５,５８１△１０,０００処分未済持分

５,３９７１７,８２３,４４９１７,８２８,８４６合計

（注）剰余金処分の額を加えて記載しているため、３年度末実績は事業報告と相違します。

（３）自己資本造成計画

第
４
号
議
案

（単位：千円）
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財務・損益計画

貸借対照表
財務計画 （単位：千円）

資　　　　　産
３年度実績４年度計画科　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）
１９２,６５０,６５５１９４,２９１,５２０１.信用事業資産
９３０,２２７８００,０００（１）現金

１３３,３５６,４１３１３２,７２９,５４１（２）預金
１３２,８２９,７１９１３１,９６９,５４１系統預金
５２６,６９４７６０,０００系統外預金

２０,６９２,０２９２２,０００,０００（３）有価証券
１６,８４６,１３０１５,５００,０００国債
４００,０７４１００,０００政府保証債
３,４４５,８２４６,４００,０００社債
３６,９７５,３６４３８,１４６,９６７（４）貸出金
８９９,４０８８１８,０００（５）その他信用事業資産
７８９,４８７７１８,０００未収収益
１０９,９２１１００,０００その他の資産
２００―（６）債務保証見返

△２０２,９８８△２０２,９８８（７）貸倒引当金
８,９６０８,０００２.共済事業資産

１,８１４,８５９１,８０５,１２９３.経済事業資産
１,０５９,５４４１,０９０,０００（１）経済事業未収金
４３５,８８７４２０,０００（２）経済受託債権
２６３,８９５２４５,０００（３）棚卸資産
２３４,５３９２１５,０００購買品
２９,３５６３０,０００その他の棚卸資産
９５,４００９０,０００（４）その他の経済事業資産
△３９,８７０△３９,８７０（５）貸倒引当金
７１１,１０５６０８,２３７４.雑資産
４,３４６,１０１４,６８１,８３４５.固定資産
４,３１７,８４８４,６５２,１５９（１）有形固定資産
８,４７４,５５７８,７５９,８１９建物
４,１１９,２９１４,１３７,７３１機械装置
１,１５３,２７２１,１５３,２７２土地
２１,１６７―建設仮勘定

２,２７７,０２６２,３４３,２５２その他の有形固定資産
△１１,７２７,４６６△１１,７４１,９１６減価償却累計額

２８,２５２２９,６７５（２）無形固定資産
１５,４１０,７５０１５,４１０,７５０６.外部出資
１５,４４５,９８１１５,４４５,９８１（１）外部出資
１４,７９４,３３０１４,７９４,３３０系統出資
５７１,８５１５７１,８５１系統外出資
７９,８００７９,８００子会社等出資
△３５,２３１△３５,２３１（２）外部出資等損失引当金
５９７,０２１５９７,０２１７.繰延税金資産

２１５,５３９,４５３２１７,４０２,４９１資産の部合計

負債及び純資産
３年度実績４年度計画科　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）
１９２,９５５,２８０１９４,７６６,５０９１.信用事業負債
１９１,８４８,４２８１９３,７７９,５３９（１）貯金

２５,７５４１６,９７０（２）借入金
１,０８０,８９７９７０,０００（３）その他の信用事業負債
２０,９２０５０,０００未払費用

１,０５９,９７７９２０,０００その他の負債
２００―（４）債務保証

１,１５０,４６７１,１４１,０００２.共済事業負債
７３２,０９２７２０,０００（１）共済資金
４０１,０７９４０５,０００（２）未経過共済付加収入
１７,１５１１５,０００（３）共済未払費用
１４３１,０００（４）その他の共済事業負債

１,３６６,９７９１,４６０,０００３.経済事業負債
６９６,３５７７００,０００（１）経済事業未払金
２４８,１７３２６０,０００（２）経済受託債務
４２２,４４７５００,０００（３）その他の経済事業負債
２６４,６５０２３１,３００４.設備借入金
３８８,８３７２３４,８５２５.雑負債
１,７７４,２０５１,７３９,９８４６.諸引当金
１８７,４０８１００,９８４（１）賞与引当金
１,５７３,０５７１,６２４,０００（２）退職給付引当金
１３,７３９１５,０００（３）ポイント引当金

１９７,９００,４２０１９９,５７３,６４５負債の部合計
（ 純 資 産 の 部 ）

１７,８２３,４４９１７,８２８,８４６１.組合員資本
３,９６０,２０３４,０１０,０００（１）出資金
６９,６２３６９,６２３（２）資本準備金

１３,８０９,２０４１３,７５９,２２３（３）利益剰余金
５,６４４,９１８５,７４４,９１８利益準備金
８,１６４,２８５８,０１４,３０４その他利益剰余金
２,０１５,１９９２,０１５,１９９特別積立金
２,３８２,３５７２,４２０,０００信用事業基盤整備強化積立金
１０,０９１１０,０９１肥料価格安定事業準備金
５６０,０００５６０,０００教育基金積立金
５００,０００５００,０００営農施設設置運営積立金
５００,０００５００,０００高齢者福祉事業運営積立金
５５８,３６８５９７,０２１税効果調整積立金
３６３,３２４３６９,６９６事業体制再編整備運営積立金
６７０,０００７５０,０００経営安定化積立金
６０４,９４５２９２,２９６当期未処分剰余金
３４５,０８３９,０１１（うち当期剰余金）
△１５,５８１△１０,０００（４）処分未済持分
△１８４,４１６―２.評価･換算差額等
△１８４,４１６―（１）その他有価証券評価差額金
１７,６３９,０３２１７,８２８,８４６純資産の部合計
２１５,５３９,４５３２１７,４０２,４９１負債及び純資産の部合計
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損益計算書
（単位：千円）

●事業計画●

損益計画

第
４
号
議
案

３年度実績４年度計画科　　　　　目
４,３３２,４９３３,９１８,６９８１.事業総利益
１,４６５,０５４１,３４６,５００（１）信用事業収益
１,３５８,２０２１,２０２,５００資金運用収益
６８１,５０９６１０,０００うち預金利息
１２８,４９９１２６,０００うち有価証券利息配当金
４４３,７８１４３２,０００うち貸出金利息
１０４,４１３３４,５００うちその他受入利息
７３,０１５７７,０００役務取引等収益
５,００２５０,０００その他事業直接収益
２８,８３３１７,０００その他経常収益
２１９,４３２３１３,５００（２）信用事業費用
２８,１４６２２,５００資金調達費用
２４,３８７１７,０００うち貯金利息
９１４１,０００うち給付補填備金繰入
２,８４３４,５００うちその他支払利息
１５,３５５２１,０００役務取引等費用

―５０,０００その他事業直接費用
１７５,９３０２２０,０００その他経常費用
△１２,００１―うち貸倒引当金戻入益

５―うち貸出金償却
１８７,９２７２２０,０００うちその他費用
１,２４５,６２１１,０３３,０００信用事業総利益
１,２２６,３０６１,１５７,０００（３）共済事業収益
１,１３２,５７３１,１００,０００共済付加収入
９３,７３３５７,０００その他の収益
８５,７６５９７,０００（４）共済事業費用
６１,５３０６６,０００共済推進費
２４,２３５３１,０００その他の費用

１,１４０,５４１１,０６０,０００共済事業総利益
５,２７３,４９０５,２１８,４５０（５）購買事業収益
５,２３３,４４６５,１８３,４５０購買品供給高
４０,０４４３５,０００その他の収益

４,７８０,９５３４,７３０,４３６（６）購買事業費用
４,６１３,７４５４,５６１,４３６購買品供給原価
１６７,２０７１６９,０００その他の費用
５,７７８―うち貸倒引当金繰入額

１６１,４２９１６９,０００うちその他費用
４９２,５３７４８８,０１４購買事業総利益
８,８６６,５１４８,１７１,８１６（７）販売事業収益
８,０１１,０５１７,３１２,７５０販売品販売高
６４５,１８５６５２,７１５販売手数料
２１０,２７７２０６,３５１その他の収益
７,７７３,２１６７,１６４,２０９（８）販売事業費用
７,１９３,２１５６,５２０,０５５販売品販売原価
３８９,１０５３４３,１５５販売費
１９０,８９５３００,９９９その他の費用

△５―うち貸倒引当金戻入益
１９０,９００３００,９９９うちその他費用
１,０９３,２９８１,００７,６０７販売事業総利益
７４,０９０７６,７２２（９）保管事業収益
３６,９１１６１,０８８（１０）保管事業費用
３７,１７８１５,６３４保管事業総利益

３年度実績４年度計画科　　　　　目
９,９３６１２,０００（１１）加工事業収益
９,７８１１０,５８２（１２）加工事業費用
１５４１,４１８加工事業総利益

７３６,３６９７７３,１４０（１３）利用事業収益
３５５,９８４３９５,８００共同乾燥施設収益
３８０,３８４３７７,３４０その他利用収益
６３７,９０３６４６,７２７（１４）利用事業費用
２７９,３１８２９１,４２４共同乾燥施設費用
３５８,５８４３５５,３０３その他利用費用
９８,４６６１２６,４１３利用事業総利益
１７,６２９１４,９８６（１５）宅地等供給事業収益
７,１１８７,７９８（１６）宅地等供給事業費用
１０,５１０７,１８８宅地等供給事業収益
６０６,４０２６２４,１１０（１７）福祉事業収益
３１７,４０６３３８,７１１（１８）福祉事業費用
２８８,９９６２８５,３９９福祉事業総利益
１７,２５７２０,０１４（１９）指導事業収入
９２,０６９１２５,９８９（２０）指導事業支出
△７４,８１２△１０５,９７５指導事業収支差額
４,１４４,８７６４,１３６,４５０２.事業管理費
３,０６９,９８８２,９７４,９５４（１）人件費
２６２,８６３２９９,６１０（２）業務費
１５６,０３８２０５,２６７（３）諸税負担金
２３８,８３２２５６,８０６（４）施設費
３７７,９１４３５４,８６０（５）減価償却費
３９,２３８４４,９５３（６）その他事業管理費
１８７,６１６△２１７,７５２事業利益
３６６,２６１３０２,２４０３.事業外収益
３,０３３―（１）受取雑利息
２７０,９０８２４０,０００（２）受取出資配当金
４９,１０９４８,５７０（３）賃貸料
６,８３２―（４）償却債権取立益
３６,３７７１３,６７０（５）雑収入
４８,５７０４２,０２５４.事業外費用
１,６４１２,０００（１）寄付金
４６,９２８４０,０２５（２）雑損失
５０５,３０８４２,４６３経常利益
７,９３８８,８２４５.特別利益
６,３７２１,０００（１）固定資産処分益
―７,８２４（２）一般補助金

１,５６５―（３）その他の特別利益
６９,７０７３７,４２４６.特別損失
１２,９０８１,０００（１）固定資産処分損

―７,８２４（２）固定資産圧縮損
４０,５０９―（３）減損損失
１６,２８９２８,６００（４）その他の特別損失
４４３,５３８１３,８６３税引前当期利益
１３７,１０８４,８５２（１）法人税・住民税及び事業税
△３８,６５２―（２）法人税等調整額
９８,４５５４,８５２７.法人税等合計
３４５,０８３９,０１１当期剰余金
２５９,８６１２８３,２８５当期首繰越剰余金
６０４,９４５２９２,２９６当期未処分剰余金

（注）購買品供給高については、収益認識会計基準における代理人取引を含んでいます。



１０６

　ＪＡはが野は、組合員との対話に基づき、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本
目標とする創造的自己改革の実践に全力で取り組んでまいりました。
　これまでを振り返りますと、ＪＡはが野設立以降、組合員の皆様にご理解・ご協力をいただき、自己改革
の取り組みとして、パッケージセンターを中心とした直接販売への取り組み、直売所等への出荷による販路
拡大、２０支所から６支店への統廃合など、販売力の強化や経営基盤の強化を進めてくることが出来ました。
　今後とも、ＪＡはが野は、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続
可能な経営基盤の確立・強化とともに、組合員の皆様との対話を通じ、総合事業を展開してまいります。

自己改革実践の具体的な方針
１　訪問活動や懇談会などを通じ、対話を原点としてニーズを把握します。
２　「農業者の売上増加」「農業生産のコスト低減」に繋がる必要な取り組みについて、目標と
　実践のための具体策を策定し、自己改革の目的である「所得の増大」を実現するとともに、
　「地域の活性化」に取り組みます。
３　自己改革の取り組みと成果については、組合員との対話を通じて評価を把握し、次の自己改革に繋げる
ことでＰＤＣＡサイクル（計画→実行→評価→改善を循環させる）を回し実践してまいります。

自己改革実践に向けた組合員の意思反映
　自己改革の実践にあたっては、評価の把握に向けた組合員への訪問活動や懇談会等による対話の他、地域
に根ざしたＪＡを目指し、准組合員モニター等の仕組みを通じ、「正組合員とともに、地域農業や地域経済の
発展を支える組合員」である准組合員の声も聴き、評価を踏まえながら必要な見直しを行い、正組合員と准
組合員が一体となったＪＡ運営の実現を目指します。
　また、農業振興の応援団でもある准組合員の事業利用にあたっては、正組合員・准組合員の利用状況を把
握した上で、自己改革の目的である「農業者の所得増大」に繋がるよう取り組みます。

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて
　管内の総人口及び農家人口は全ての市町で減少傾向となっており、５年前と比べると農家人口の減少率は
約１７.９％で、総人口の減少率３.３％を大きく上回る減少率となっております。ＪＡの販売品販売高については、
直接販売の強化などに取り組んではいるものの、５年前と比べると１２億円程度減少している状況です。
　こうした情勢の中、令和４年度の事業計画を策定したところ、事業利益が△２億１７百万円と赤字に転じて
おります。赤字の主な要因としては、超低金利環境の継続等により信用・共済事業の事業利益が減少してい
ることや、高齢化による農業者減少により営農経済事業の取扱高が減少していることが挙げられます。
　今後、販売力の強化を通じた事業伸長や効率的な施設運営を通じた費用削減により、健全で持続性のある
経営を確保することが緊急の課題となっています。

Ⅳ　ＪＡはが野自己改革工程表 事業計画
付属資料
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ＪＡはが野自己改革工程表（数値編）

農業者の所得増大・農業生産の拡大

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標目標

８３億８０億７８億

「産地とちぎ」としての
ブランド力強化と直販事業の拡充
直接販売により、委託販売の価格にプラスした価格での販売（付加価値
を付けた）に取り組む。

所得増大効果対象者：青果物出荷者など
主要品目平均
１kgあたり（※）
委託販売価格に
＋３０円～＋１２０円

令和６年度
８３億

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標目標

３９０ｔ３９０ｔ３９０ｔ

規格外品販売による売上増加
市場流通困難な生産物の販売に取り組むことで、農業者所得増大に繋
げる。

所得増大効果対象者：青果物出荷者など

１kgあたり（※）
規格外品　１２０円～２４０円
加工向け　 ３０円～ ８０円

令和６年度
３９０ｔ

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標目標

５,１５０袋５,１００袋５,０５０袋

大型規格農薬・肥料満車直送の普及拡大による、
生産資材価格の引き下げ

コスト低減効果対象者：大型規格購入者など
１kgあたり

予約購入時　平均
１０kg剤　１１８円
４０kg剤　５１１円

令和６年度
５,１５０袋

（※）直販事業の拡充及び規格外品販売における金額につきましては、流通経費等を除き試算しております。

対話・意思反映

令和４年度
計画

令和３年度
実績

令和３年度
計画

１８０人１３３人―

２回１回２回

２５人２５人５０人

項　目

担い手サポートデーによる組合員との対話活動

懇談会（組合員と語る夕べ・支店別組合員懇談会）等

准組合員モニター制度

令和６年度令和５年度令和４年度

目標目標目標
稼働に合わせ
一次集荷所化

稼働に合わせ
一次集荷所化再編検討

稼働に合わせ
移行

稼働に合わせ
移行再編検討

経営基盤の確立・強化
○農業関連施設の再編

ＪＡ全農とちぎの広域集出荷施設稼働に合わ
せ一次集荷所化（７集荷所を５集荷所に集約）令和５年度

ＪＡ全農とちぎの広域集出荷施設稼働に合わ
せ４パッケージセンター機能を移行令和５年度

第
４
号
議
案



第 号議案55

１０８

●事業計画●



第 号議案号議案第 号議案555

１０９

令和４年度理事及び監事の報酬について
１．昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮して、
令和４年度における理事の報酬は総額６３,０１２千円（前年度計画６３,０１２千円）以
内とし、各理事の報酬額、支給方法などについてはその範囲内において理事会
に一任する。
　　なお、理事は３１名。

２．昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮して、
令和４年度における監事の報酬は総額１５,９４７千円（前年度計画１５,９４７千円）以
内とし、各監事の報酬額、支給方法などについてはその範囲内において監事会
に一任する。
　　なお、監事は８名（うち員外監事１名）。

上記金額には一般財団法人 全国農林漁業団体共済会の掛金を含む。

第
５
号
議
案



第 号議案66

１１０

●事業計画●



第 号議案号議案第 号議案666

１１１

第
６
号
議
案

役員選任について
　本総代会の終結をもって、理事及び監事全員が任期満了となるため、理事３１名、
監事８名の選任をする。
　理事及び監事候補者は、次のとおり。
　なお、監事の議案については、監事の過半数の同意を得ている。
　また、理事候補者については、農協法第３０条第１２項の要件を満たしている。



１１２

法第３０条
第１２項の区分所　　信

略　　歴氏名
（生年月日）

選
出
区

区　

分 役職農協等期間

認定農業者
生産農家の所得向上
ＪＡ運営の安定化の為の組織力・経営
基盤の強化
集落営農組合への永続的な支援

なす部会
副部会長はが野自：平成２１年１２月

至：平成２３年１２月菅山　学
（昭和４０年
１０月８日）

１
区

理
事

理事はが野自：平成２８年５月
現在に至る

認定農業者
組合員の農業所得向上を目指します
地域から信頼されるＪＡの健全な経
営に努めます

社員はが野
サービス

自：平成１５年１０月
至：平成１９年４月小林　功一

（昭和３２年
１０月２４日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る

認定農業者健全なる農業経営と組合員の所得向
上の為に努力する

にら部会
部会長はが野自：平成２４年４月

至：平成２８年４月渡辺　栄
（昭和３１年
５月５日） 監事はが野自：平成２２年５月

現在に至る

認定農業者

組合員の農業生産性と生活の向上
ＪＡ事業における組合員との信頼関
係の構築
地域農業の振興と担い手となる農業
者の育成

いちご部会
地区副部会長はが野自：平成２０年７月

至：平成２４年６月
小林　由明
（昭和３４年
２月１２日）

総代はが野自：平成２７年７月
現在に至る

事業推進委員長はが野自：平成２８年４月
現在に至る

認定農業者
ＪＡはが野組合員、地域の利用者の
方々に「はが野はいいよ」と言われる
よう、少しでも力になれればと考えて
います

なす部会
部会長はが野自：平成２３年１２月

至：平成２５年１２月松本　佳規
（昭和３５年
１１月２２日） 委員真岡市

農業委員会
自：令和２年７月
現在に至る

認定農業者
自分たちの組合の発展のために、組合
員の生活を豊かにするため、特に営農
に力を注ぎ取り組んでまいります

事業推進委員はが野自：平成１４年４月
至：平成１７年３月

細島　鉄夫
（昭和３０年
７月１２日）

事業推進委員はが野自：平成２９年４月
至：令和２年３月

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

これまでの経験を活かし、農家組合員
のため、微力ながら尽力致します

職員ＪＡ栃木
中央会

自：昭和５６年４月
至：平成３１年３月廣瀬　均

（昭和３４年
１月２５日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る

認定農業者
これまでの経験を活かし、ＪＡが組合
員や地域の皆様の為に貢献出来るよ
う努力します

トマト部会
部会長はが野自：平成２５年８月

至：平成２９年８月
高橋　真一
（昭和４６年
１０月２０日）

青壮年部
副部長はが野自：平成２７年３月

至：平成２９年３月

理事はが野自：平成２８年５月
現在に至る

認定農業者農業者の所得増大
後継者が魅力を感じる事業の展開理事はが野自：平成２８年５月

現在に至る

添野　勝則
（昭和４５年
１２月２８日）

２
区

認定農業者
農業の所得の増大
農業生産の拡大
農業者の育成に取り組みます

青壮年部
副部長はが野自：平成１１年４月

至：平成１３年４月
飯山　克則
（昭和３５年
１月１７日）

いちご部会
地区副部会長はが野自：平成２３年７月

至：平成２８年７月

理事はが野自：平成２５年５月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

組合の健全な経営に努めます
組合員の所得向上に努めます

いちご部会
地区副部会長はが野自：平成１２年７月

至：平成１４年６月
新山　文
（昭和３５年
３月１５日）

事業推進委員はが野自：平成１６年３月
至：平成２３年２月

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

組合員と真摯に向き合い、声を聴き、
ＪＡ自己改革を丁寧に進めて行き、地
域に必要とされる組織となるために
尽力します

代表理事専務はが野自：平成２５年５月
至：令和元年５月

国府田　厚志
（昭和３３年
１２月２２日）

代表理事組合長はが野自：令和元年５月
現在に至る

副会長理事ＪＡ栃木
中央会

自：令和３年６月
現在に至る

認定農業者
意欲ある担い手の育成・確保と経営支
援を強化し、農業・農村の持続的発展
に努めます

職員益子町農協
はが野

自：昭和５４年４月
至：平成３０年３月鈴木　保

（昭和３４年
３月２０日）

３
区

監事はが野自：令和３年５月
現在に至る

●役員候補者名●



１１３

第
６
号
議
案

●役員候補者名●

法第３０条
第１２項の区分所　　信

略　　歴氏名
（生年月日）

選
出
区

区　

分 役職農協等期間

認定農業者地域の農業振興と組合員の所得向上
に努めます

職員益子町農協
はが野

自：昭和５６年４月
至：平成１８年２月

中山　達美
（昭和３６年
１２月１６日）

３
区

理
事

監事はが野自：平成１９年５月
至：平成２２年５月

理事はが野自：平成２２年５月
至：平成２８年５月

理事はが野自：令和３年５月
現在に至る

認定農業者役職員と連携し、組合員の所得向上、
農業生産の拡大を目指します

なす部会
副部会長はが野自：令和元年１２月

現在に至る

田中　淳哉
（昭和５２年
２月２６日）

認定農業者

ＪＡはが野の組織発展のため努力す
る
ＪＡはが野と地域社会との関わりを
邁進する
ＪＡ組織と食と農とのつながりを守
るために尽力する

理事益子町農協自：平成７年５月
至：平成９年５月

床井　剛
（昭和２７年
１１月１８日）

理事はが野自：平成９年５月
至：平成１０年５月

監事はが野自：平成２８年５月
至：令和元年５月

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

地域の特性を活かした農業振興によ
り組合員の営農と生活の向上をめざ
します

職員ＪＡ栃木
中央会

自：昭和５３年４月
至：平成２６年３月

小瀬　秀二
（昭和３０年
１０月１５日）

４
区

総代はが野自：平成３０年７月
至：令和３年６月

理事はが野自：令和元年５月
至：令和３年１月

代表理事専務はが野自：令和３年１月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

農業を続けたいと思う人のお手伝い
ができるよう頑張りたいです

総代はが野自：平成３０年４月
現在に至る大坪　崇

（昭和３２年
４月１７日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

生産農家の所得の向上
農業生産性の向上
地域農業の振興

こんにゃく部会
部会長はが野自：平成２７年３月

至：平成３１年２月小幡　隆
（昭和３０年
８月５日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る

認定農業者
地域の特性に合った農業振興
ＪＡはが野の健全経営と組合員の所
得向上

こんにゃく部会
役員はが野自：平成２５年２月

現在に至る浅羽　昌徳
（昭和３４年
３月３１日） 理事はが野自：平成２８年５月

現在に至る

認定農業者
農業者の所得向上
後継者の育成
農業関連施設の整備

採種部会
部会長はが野自：平成２５年３月

現在に至る小塙　誠一
（昭和２８年
１月６日）

５
区

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

認定農業者地域と組合員のためのＪＡを目指し
ます

総代はが野自：平成２４年７月
至：平成３０年６月

薄根　定男
（昭和３２年
５月４日）

理事はが野自：平成３０年５月
至：令和元年５月

監事はが野自：令和元年５月
現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

組合員との対話を重視しつつ、健全な
経営を目指します

職員
祖母井農協
芳賀農協
はが野

自：昭和４９年４月
至：平成２６年３月小池　俊男

（昭和３０年
１１月２７日）

６
区

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

認定農業者
風林火山のごとく、情勢に応じた適切
な行動をとり、地域農業の発展と農業
者の所得向上に努めます

職員芳賀農協
はが野

自：平成８年４月
至：平成１３年２月

荒井　俊和
（昭和５０年
１０月４日）

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

地域の特性を生かした持続可能な農
業振興
ＪＡの計画達成に向けた健全経営

職員
南高農協
芳賀農協
はが野

自：昭和５４年４月
至：平成２７年３月小林　幸一

（昭和３２年
１月８日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）誠心誠意努力します

職員芳賀地方
農業共済組合

自：昭和５１年４月
至：平成２７年３月小林　英雄

（昭和３２年
１０月３０日） 理事はが野自：令和元年５月

現在に至る



１１４

●役員候補者名●

法第３０条
第１２項の区分所　　信

略　　歴氏名
（生年月日）

選
出
区

区　

分 役職農協等期間

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

地域に必要とされるＪＡを目指し、持
続可能な経営基盤の強化に努めます

職員
真岡市山前農協
真岡市農協
はが野

自：昭和６１年４月
至：令和４年５月

上野　勉
（昭和３９年
３月３１日）

全
区

理
事

監査室
室長

※平成２７年３月～
平成３０年２月

総合企画部
部長

※平成３０年３月～
令和４年２月

実践的能力者
（内規第２条②-１該当）

持続可能な農業と地域共生の未来を
めざして努力いたします

職員

真岡市農協
はが野

自：昭和６３年３月
至：令和４年５月

金田　寿夫
（昭和３８年
３月３日）

生活福祉部
部長

※平成２７年３月～
平成３０年２月

金融部
部長

※平成３０年３月～
令和４年２月

組合員と地域に必要とされる組織に
するため、信頼されるＪＡを目指し、
男女共に力を合わせ発展に努めます

総代
はが野

自：平成２１年７月
至：令和２年６月

光菅　静子
（昭和２９年
８月２３日）

女
性
区

地区女性会
副会長

自：平成２２年４月
至：令和３年３月

実行委員全国いちご
サミットin真岡

自：平成３０年６月
現在に至る

地域の農業と女性のかかわり
他地域との交流・勉強会
農業における家族の健康

女性会
栃木支部長

茨城県たばこ
耕作組合

自：平成１９年６月
至：平成２５年５月

谷口　和美
（昭和３３年
１月４日）

組合員の意見に耳を傾け、地域発展の
ため努力します。

地区女性会
会長はが野自：平成３１年３月

現在に至る渡邉　京子
（昭和３２年
４月１１日） 会長芳賀地区農村

女性会議
自：令和２年４月
至：令和４年３月

監事として健全な経営が出来るよう
職務を果たします事業推進委員長はが野自：平成２４年４月

至：平成２８年３月

赤羽　正行
（昭和３３年
７月２９日）

１
区

監
事

ＪＡはが野の発展と、組合員の所得向
上に尽力いたします。

いちご部会
地区部会長はが野自：平成２９年７月

現在に至る苅田　聡
（昭和３７年
１２月１５日）

２
区 いちご部会

部会長はが野自：令和元年７月
現在に至る

常に農家目線で組合員の利益を優先
する
組合員の営農と生活を守ります

総代はが野自：平成２４年７月
現在に至る小玉　貴浩

（昭和４１年
１２月１５日）

３
区

理事はが野自：令和元年５月
現在に至る

監事の立場から①農業者の所得拡大・
農業生産の拡大②豊かで暮らしやす
い地域社会の実現③健全な経営・財務
基盤の強化（３か年計画）達成に寄与
したい

職員全農とちぎ自：昭和５１年４月
至：平成２４年３月

水楢　房一
（昭和２７年
６月２日）

４
区

代表取締役
社長

とちぎ
パールライス

自：平成２０年４月
至：平成２１年３月

専務ＪＡグリーン
とちぎ

自：平成２１年４月
至：平成２５年３月

監事はが野自：令和元年５月
現在に至る

ＪＡはが野の発展と健全経営に努力
します総代はが野自：平成３０年７月

現在に至る

髙木　哲男
（昭和３２年
１月２日）

５
区

健全なＪＡ経営
地域に根ざしたＪＡづくり

春菊部会
部会長はが野自：平成２８年６月

至：平成３０年６月戸祭　元広
（昭和３２年
１月３１日）

６
区

事業推進委員長はが野自：令和３年４月
現在に至る

よりよいＪＡはが野を作りあげるた
めに環境変化に対応し、健全な組織運
営が行われるよう寄与してまいりま
す

職員
二宮町物部農協
二宮町農協
はが野

自：昭和５４年４月
現在に至る

小島　和子
（昭和３５年
５月３１日）全

区

二宮支店
支店長

※平成２７年３月～
平成３０年２月

共済部
部長

※平成３０年３月～
令和３年２月

ＪＡはが野の健全経営に寄与したい職員ＪＡ栃木
中央会

自：平成１６年４月
現在に至る

小林　茜
（昭和５５年
１１月２３日）
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第
６
号
議
案

●役員候補者名●

（注）１　理事・監事候補者と当組合との間における特別の利害関係は次のとおり。
　　　　　理事候補者　小林由明氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　高橋真一氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　飯山克則氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　国府田厚志氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　中山達美氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　田中淳哉氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　小瀬秀二氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　小塙誠一氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　薄根定男氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　理事候補者　金田寿夫氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　監事候補者　赤羽正行氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　監事候補者　苅田聡氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。
　　　　　監事候補者　小玉貴浩氏は、当組合との間に貸付の利用関係がある。

２　農協法第３０条第１２項第２号の実践的能力者については、当組合の「役員選出に係る内規」において、
次のとおり規定している。
１　ＪＡの役員又はその経験者（１期以上、非常勤を含む）又は管理職（ライン長）経験者（２年

以上）
２　会社その他の法人の役員又はその経験者（１期以上、非常勤を含む）及び行政職・会社・その

他の法人の管理者（ライン長）の経験者（２年以上）
３　上記に準ずる経歴又は経験を有すると判断できる者
※　ライン長とは、課長級以上又はそれに準ずる役職にあった者をいう

３　小林茜氏は員外監事候補者。

４　小林茜氏を員外監事候補者とした理由は、社会的信用が高く、かつＪＡ栃木中央会職員で、ＪＡの
制度や事業に対して理解と経験を有する適任者であるため。

５　当組合は、当組合の理事及び監事の全員を被保険者とする農協法第３５条の８第１項に規定する役員
賠償責任保険契約を保険会社との間で締結している。当該保険契約は、被保険者が組合の役員の地
位に基づき行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者
が被る損害賠償金や争訟費用の損害等を塡補するもの。
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「ＪＡバンク基本方針」の変更について
　定款第４０条第２号の定めにより、信用事業再編強化法第４条の規定に基づき農林中央金庫が定める「ＪＡ
バンク基本方針」の内容（概要）を以下のとおり報告いたします。

１　「ＪＡバンク基本方針」について

（１）　組合員・利用者の皆様に便利・安心なＪＡバンクをご利用いただくため、「ＪＡバンク基本方針」（以
下「基本方針」という）では、高度な金融サービスを提供するための一体的事業運営の取組みとＪＡ
バンクの健全性を確保するための破綻未然防止の取組み（以下「ＪＡバンクシステム」という）を定
めています。

（２）　一体的事業運営の取組みとして、ＪＡバンクは、全国どこでも、良質で高度な金融サービスの提供を
行うこととしています。

（３）　また、破綻未然防止の取組みとして、ＪＡ・信連（以下「ＪＡ等」という）が農林中央金庫（以下
「農林中金」という）に経営管理資料を提出し、財務内容等が一定の基準に抵触した場合には、経営
改善を行うこととしています。

（４）　なお、ＪＡ等による経営改善に向けた取組みを支援するため、ＪＡ等が資金拠出したＪＡバンク支援
基金から、必要に応じ、資本注入等の支援を行うこととしています。

（５）　基本方針は、金融情勢の変化、ＪＡ等の経営状況等を踏まえ、毎年検証を行い、必要に応じて変更を
行うこととしています。

２　２０２２年３月１７日変更の主な内容
　２０２２年３月１７日開催の農林中金臨時総代会において、基本方針の変更が承認され、同日より実施されま
した。
　ＪＡバンク会員が、厳しさを増す経営環境のなかで、経営の持続性を確保し、健全な金融機関として信
頼性を維持していくため、主に以下のとおり変更されました。

（１）早期警戒制度見直しへの対応
　ＪＡバンク全体として、金融機関に求められる将来にわたる健全性を確保し、行政による早期警戒制
度に適切に対応するため、以下ａ～ｃについてＪＡバンク基本方針に定める。
ａ　ＪＡバンクシステムの基本的方向として、「将来にわたり健全な経営を維持するため、自ら経営管
理を高度化し、問題の早期発見と経営改善に取組む」旨を定める。

ｂ　ＪＡバンク会員の役割として、「金庫は、ＪＡ・信連の経営管理の高度化に向けた取組みを支援す
る」旨、「信連は、ＪＡの経営管理の高度化に向けた取組みを支援する」旨を定める。

ｃ　レベル格付指定基準（財務）に、「行政庁から早期警戒制度に基づく業務改善命令を受けた場合」
を追加する。

（２）不祥事防止に向けた対応
ａ　将来にわたる健全性を確保するため、不祥事を起こさない内部管理態勢を確立する観点から、経営
管理を高度化する旨を定める（上記（１）ａの措置に含む）。

以　上

定款第４０条第２号に基づく報告事項
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第３２回ＪＡ栃木県大会決議の実践に関する特別決議
　ＪＡグループは、第３０回ＪＡ栃木県大会以降、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の

基本目標の実現に向けた取り組みを実践してきた。それら取り組みの積み重ねにより、平成２８年施行の改正

農協法附則に基づく５年後見直し条項では、各ＪＡが組合員との対話を通じた自己改革実践サイクルを構築

し、自主的な取り組みを継続することで結論を得た。

　一方、組合員・農業者の減少・高齢化と担い手の減少、自然災害の発生、コロナ禍の長期化やデジタル化、

ＳＤＧｓなどの社会・経済環境の大きな変化、さらにはＪＡの事業・経営環境が厳しさを増すなかで、ＪＡ

版早期警戒制度への対応が求められるなど、多くの課題が残されている。

　ＪＡグループ栃木は、令和３年１１月に第３２回ＪＡ栃木県大会を開催し、①持続可能な農業の実現、②豊か

でくらしやすい地域共生社会の実現、③協同組合としての役割発揮を１０年後の「めざす姿」を設定し、この

実現に向けて「持続可能な農業・地域共生の未来づくり」をメインテーマとした、次の５つを重点取組事項

として決議した。

重点取組事項

１　持続可能な食料・農業基盤の確立

２　持続可能な地域・組織・事業基盤の確立

３　不断の自己改革の実践を支える経営基盤の強化

４　協同組合としての人づくり

５　「食」「農」「地域」「ＪＡ」にかかる国民理解の醸成

　ＪＡはが野は『不断の自己改革』を通じ、総合事業を営む農業協同組合として、組合員・地域のために継

続して機能発揮できるよう、持続可能な経営基盤確立・強化に取り組むとともに、県大会で決議した５つの

重点事項を前提とし、今次、総代会で決議した新たな３か年計画に基づき、取組方策を実践するものとする。

　以上、決議する。

令和４年５月２４日

はが野農業協同組合

第２５回通常総代会

特別決議
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あ　す　の　大　地　に

協　同　と　は

─ 農業協同組合歌 ─

1
ここにみどりの　朝があり
あふれる風が　風がある
いのちの炎を　かきたてて
あすの大地に　生きようよ
こころをつなぐ　協同の
のぞみの歌よ　鳴りひびけ

2
ここにひかりの　空があり
息づく土が　土がある
ゆたかな生活を　支えあい
たえぬほほえみ　かわそうよ
のびゆくつどい　協同の
みのりの歌よ　高らかに

3
ここに芽ばえの　夢があり
理想の道が　道がある
したたる汗を　手のひらに
おなじよろこび　にぎろうよ
明日を拓く　協同の
ちからの歌よ　永遠に

この絵は

身勝手にふるまうよりも

力をあわせることの

大切さを

教えています

協同活動は

このように

ひとり　ひとりの組合員が

手をつなぐことによって

はじまっています
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